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2011年東北地方太平洋沖地震の縮尺1:25,000広域津波被災マップ作成の経緯と意義
Significance and Course of Damage Maps of the Area hit by the Tsunami of 2011, North-
east Japan 1:25,000-scale

日本地理学会災害対応本部津波被災マップ作成チーム 1,松多信尚 2∗

Tsunami Damage Mapping Team, Association of Japanese Geographers1, MATSUTA, Nobuhisa2∗

1 なし, 2 名古屋大学　地震火山研究センター
1None,2Earthquake and Volcanology Research Center Graduate School of Environmental Studies, Nagoya Univ.

はじめに
2011年東北地方太平洋沖地震により，広域的な津波被害が生じたことを受け，日本地理学会災害対応本部は作業チー

ムを立ち上げ，空中写真判読に基づいて縮尺 2万 5千分の 1の津波被害分布図を作成し，3月 29日よりインターネット
を通じて順次発表した．
被災マップ作成の目的は，津波による被災範囲をできるだけ迅速に把握し，救援活動や復興計画の策定に資するデー

タを提供すること，および津波遡上の全体像を明らかにして現地調査のベースマップを提供するとともに，被害分布の
地域性を明らかにして，被害の原因解明調査に資するデータを提供することであった．
手法および経緯
空中写真の実体視判読により，�津波の遡上範囲，�家屋の多くが流される被害を受けた範囲を認定した．判読には主

に，国土地理院が地震後に撮影した航空写真を用いた．作業にあたっては，複数の判読者が判読結果をクロスチェックし
て最終案を確定した．なお，航空写真が撮影されていない福島県の一部地域は Google Earth上の衛星画像（単画像）を
用いた．津波被災マップは，迅速な公開を図るために，当初は手書き作業図のスキャン画像を，後にGISデータ化し，国
土地理院「電子国土Webシステム」ならびに防災科学技術研究所が開発したオープンソースのWebマッピングシステム
「eコミマップ」上で公開した．
電子国土Webシステムは，津波被災マップを 2万 5千分の 1相当の地形図上に示すことができる．eコミマップは地

震後の航空写真との重ね合わせが容易でビジュアル機能に優れている．また，データの公開者は，GISデータそのものを
提供しなくても良い方式を取っているためデータの管理がしやすい利点がある．いずれについても閲覧の際に 2万 5千
分の 1よりも大縮尺の地図も表示できるため，津波被災マップの精度を超えて表示される危険性がある．このため大縮
尺の表示をすると，津波被災マップのデータが表示されないように工夫した．
津波被災マップは，写真判読の検知限界や，判読結果を地形図に転記する際に発生する誤差などがある．そこで，Web

ページには，「現地調査で確認したものではないため，今後の精査によって改訂されることがある．とくに，平野部や市
街地など，空中写真のみでは判断が困難な場合がある」旨を記した．
津波の遡上高の高度分布については，電子化した遡上範囲の限界線（輪郭）の内側にバッファをかけて 10 mメッシュ

DEM（基盤地図情報）を用いた．また，ノイズ除去のために 30地点（約 300 m）の移動平均をとって平滑化した．
空中写真の判読の妥当性を確認するため，現地調査を 2班に分かれて実施し，北部班は岩手県宮古市田老から山田町

周辺（北部，4月 2～6日），南部班は宮城県女川町から亘理町（南部，同 22～24日）を担当した．その結果，判読がお
おむね妥当であることを確認するとともに，数カ所で修正を施した．
その後，国土地理院が提供する空中写真の範囲拡大，京葉測量株式会社から写真を購入などで範囲を広げ，本州にお

ける津波被災エリアをカバーした．また，最初に発表した範囲では迅速性を重視したために若干精度に欠ける点があっ
たため，見直し判読を実施し，12月に「2011年完成版」を公開するに到った．
　データの無秩序な利用を避けるために，閲覧に限り，利用申請のあった機関にのみ，利用条件を記し提供した．
判読結果
空中写真判読をもとにした津波浸水図は、実体視をしているために地形的な浸水方向を考慮できている点，津波の痕

跡は時間とともに急激に失われるが震災直後に撮られた空中写真では痕跡が鮮明である点，広範囲をほぼ同様な基準お
よび精度で示すことができる点，現地調査では確認が難しい岩石海岸の小さな谷も同様に判読ができる点などが優れて
いる．一方で，現地での確認を伴っていないために，実際の範囲より過小評価している可能性はある．ただし，現地調
査しても面的に塩分濃度を調べるなどの作業を伴わない限り，被災から時間が経過した地域の目視や聞き取り調査では
限界があるなど，浸水マップは各地図の特性を考慮して利用される必要があると考えている．空中写真判読による津波
浸水域認定の妥当性については別発表も参照されたい．

津波被災マップ作成チーム　鈴木康弘（名古屋大）・石黒聡士（名古屋大）・碓井照子（奈良大）・内田主税（玉野総合
コンサルタント株式会社）・宇根　寛（国土地理院）・海津正倫（奈良大）・熊原康博（群馬大）・後藤秀昭（広島大）・小岩
直人（弘前大）・坂上寛之（株式会社ファルコン）・杉戸信彦（名古屋大）・田村賢哉（奈良大）・中田　高（広島大）・長谷
川智則（玉野総合コンサルタント株式会社）・廣内大助（信州大）・堀　和明（名古屋大）・松多信尚（名古屋大）・宮城豊
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HSC24-01 会場:102B 時間:5月 23日 09:00-09:15

彦（東北学院大）・渡辺満久（東洋大）

キーワード:東北地方太平洋沖地震,津波,被災マップ,空中写真判読
Keywords: 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, Tsunami, Damage Map, Aerial-photo interpretation
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HSC24-02 会場:102B 時間:5月 23日 09:15-09:30

仙台・石巻平野における津波の流動と土地条件
Tsunami flow on the Sendai and Ishinomaki plains in relation to their landforms and
geoenvironment

海津正倫 1∗,北村恭兵 1,小荒井衛 2

UMITSU, Masatomo1∗, KITAMURA Kyouhei1, KOARAI Mamoru2

1 奈良大学, 2 国土地理院
1Nara University,2The Geospatial Information Authority of Japan

東北地方太平洋沖地震による被災直後の空中写真判読および DEMの解析にもとづいて砂堤列の発達する仙台平野と
石巻平野の津波痕跡を把握し，津波の流動を検討した．陸上に遡上した津波は，全体としては海岸から内陸に向けてほ
ぼ海岸線に直交方向に流れたが，遡上波が面的に一様に流れたのではなく，放射状に拡散したり，幾筋かに分かれたり
収斂・合流している所もみられる．これらは海岸部における微地形や水路との位置関係などのほか建物や植生の分布に
よって導かれていることが多い．また，仙台平野の東部道路の部分では高架部や，盛土を抜ける道路の部分などで津波が
通り抜け，拡散した状態が見られた．一方，石巻市臨海部では工場などの大きな建物の存在によって津波が迂回すると
いった現象が見られ，このような複雑な流れによって津波の流れが集中した所では家屋の破壊が顕著である．なお，地
盤高が相対的に高く平野の勾配がやや大きい仙台平野南部では津波は遡上限界に達したあと折り返す形で海岸線方向に
向けて戻ったが，それ以外の場所では引き波（戻り流れ）が砂堤列間の地表の低所を選ぶように流れる傾向が見られた．
なお，仙台平野南部では水路に沿って引き波が集中し，河口部の水路を浸食して幅を広げた様子が認められた．

キーワード:津波流動,地形,土地条件,仙台平野,石巻平野
Keywords: Tsunami flow, Landforms, Geoenvironment, Sendai Plain, Ishinomaki plain
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HSC24-03 会場:102B 時間:5月 23日 09:30-09:45

内陸域の栃木県内で発生した地盤液状化現象
Inland Liquefaction in Tochigi Prefecture Caused by the 2011 Tohoku Earthquake

中村洋一 1∗

NAKAMURA, Yoichi 1∗

1 中村　洋一, 2 大島俊彦, 3 田澤正人
1Yoichi Nakamura,2Toshihiko Ohshima,3Masato Tazawa

東北地方太平洋沖地震は栃木県東部の５市町で震度 6強などであった。栃木県内では、�県北部のなかがわ水游園地
域、�県央部の真岡市南部地域、�県南部の渡良瀬遊水地地域で地盤の液状化現象が発生した。宇都宮大学での東日本
大震災の被災状況などの調査事業として、これらの地域で発生した地盤液状化について、現地踏査、液状化地域での掘
削調査、地盤ボーリングなどの資料収集をすすめた。
いずれの地域でも規模は異なるが、地盤の液状化現象によって地表の亀裂、噴砂現象、不規則な地盤沈下や傾斜が発

生し、構築物、道路、上下水施設、農地などが被災した。液状化が発生した３地域の地形・地質、および地盤工事等の
状況は以下の通りである。�なかがわ水游園地域は那珂川本流と大規模支流の帚川が合流する氾濫原地域で、2000年頃
に大規模地盤工事などを実施して、淡水魚水族館と野外施設を整備した。�真岡市南部地域は鬼怒川水系の鬼怒川、五
行川、および小貝川が接近している地域で、1980年代に工事用砂礫を採掘するための掘削が広域で実施されて、その後
に埋め戻されて稲作地帯となった。真岡市鹿にはカントリーエレベータ施設も建設された。�渡良瀬遊水地地域は渡良
瀬川本流と大規模支流の思川などが合流する低地 湿原である。この地域では明治以降から大規模な調節池や堤防工事
が洪水調節や用水確保などのために実施されてきた。近年では大規模な公園整備などがすすめられている。これらのい
ずれの地域も大規模水系が山地から出て 10数 km以上流走後の段丘、平地、低地地帯（関東平野北部地域）に位置し、
表層には第四系の河川性砂礫層が広く堆積している。
この地域で実施されていた掘削ボーリングの結果は以下の通り。�なかがわ水游園地域は地下 4mまでが砂礫堆積層

（Ｎ値 10以下）で、その下はデーサイト質凝灰岩で、掘削時孔内水位は 1.2mであった。�真岡市南部地域は地下 15mま
でが砂礫堆積層（Ｎ値 10以下）で基盤層に達せず、掘削時孔内水位は 2mであった。�渡良瀬遊水地地域は地下 40mま
でが粘土層や砂礫層（ほとんどがＮ値 10以下）の互層で、掘削時孔内水位は深度 1.5～6mであった。採取した噴砂と砂
礫層の試料の粒度組成分析の結果、いずれもの地域の噴砂でも中央粒径（Ｄ 50）は 1.5～2.5φ（σ=1）の中粒ないし細
粒砂で、砂礫層は中央粒径が-2～0.5φ（σ=3）の細粒礫（σ=3～4）であった。
したがって、栃木県内で地盤液状化が発生した地域は、県東部から南部に位置する大規模河川の合流点、あるいは大

規模河川の支流が接近した地域で、河川性氾濫原地域ないし低地湿地である。その地盤は比較的新しい河川性の未固結
砂礫層が広域で厚く堆積し、地下水面が数ｍとかなり浅い。加えて、東北地方太平洋沖地震による県内での地震主要動
の継続時間は 70秒程度あった（防災科研, 2011）。これら３地域は一般的な液状化発生条件をすべて満たしていた。今回
のような地震によって、内陸部である栃木県でも地盤液状化が発生した教訓生かして、こうした地盤災害への防災対策
の検討が今後は必要とされる。

キーワード:液状化,東北地方太平洋沖地震,噴砂
Keywords: liquefaction, 2011 Tohoku Earthquake, sand boiling

1/1



HSC24-04 会場:102B 時間:5月 23日 09:45-10:00

東北地方太平洋沖地震に伴う内陸部の液状化分布とハザードマップ　－我孫子市を
例に
Distribution of Liquefaction Damage in Inland Area and its Evaluation in Hazard Map: A
Case Study of Abiko City

宇根寛 1∗,青山雅史 2,長谷川智則 3

UNE, Hiroshi1∗, AOYAMA, Masafumi2, HASEGAWA, Tomonori3

1 国土地理院, 2 日本地図センター, 3 玉野総合コンサルタント
1Geospatial Information Authority of Japan,2Japan Map Center,3Tamano Consultants Co., Ltd.

東北地方太平洋沖地震では、津波被害とともに、東北から関東地方にかけて極めて広い範囲で地盤の液状化や流動化
による大きな被害が発生した。特に、千葉県北西部の東京湾岸と、千葉・茨城県境の利根川下流域において被害が大き
かった。内陸部の液状化は、いずれも被害が狭い範囲に集中し、局所的な土地の履歴と密接な関係をもって発生してい
る。このうち、我孫子市布佐では、液状化は幅 100メートル、長さ 500メートル程度と幅 100メートル、長さ 200メー
トル程度の２つの長方形の範囲にほぼ限定されて発生している。この範囲は 1869年の利根川の洪水により生じた押堀が
沼として残っていた場所で、1952年に利根川の浚渫土砂で埋め立てられて宅地化され、現在は周辺の市街地と一体化し
ている。また、この他にも小規模な液状化は市内各所の谷地形を埋めた盛土地に多数発生している。我孫子市が 2010年
に作成、配布した液状化危険度マップでは、布佐地区の液状化被害が著しかった範囲は大部分が液状化の危険度がほと
んどないとされている。液状化危険度マップの作成にあたっては、５万分の１土地分類基本調査の地形分類図を用いて
50メートルメッシュの微地形区分データを作成し、メッシュ毎に地表最大速度を計算して液状化危険度を評価したとし
ている。しかし、結果的には、微地形区分データの単純な読み替えによる評価となっている。該当範囲は地形分類図で
は盛土地となっており、「人工改変地」の評価が適用されたと考えられる。すなわち、既存の 5万分の 1地形分類図のみ
を用いた読み替えを行ったため、空中写真や旧版地図等で比較的容易に知ることのできる土地の履歴の情報が参照され
ることなく液状化危険度が評価されたこと、加えて、メッシュ毎に平均化された微地形区分をもとに危険度の評価を行っ
たため、仮に小面積の脆弱な地形の情報を取得しても、それを反映できない可能性もある。これらが液状化の危険度を
十分に評価できなかった原因と考えられる。ハザードマップは住民が生活空間における自然の営みを理解するための参
考資料と考えるべきであり、そのためには土地の成り立ちが理解できる地図とすること、メッシュによる評価は場合に
よっては平均化により地域のリアリティを失わせることになることに留意して、これからのハザードマップのあり方を
議論するべきである。

キーワード:東北地方太平洋沖地震,液状化,土地の履歴,盛土,液状化ハザードマップ
Keywords: off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, liquefaction, land history, filled land, liquefaction hazard map
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HSC24-05 会場:102B 時間:5月 23日 10:00-10:15

広域災害対応における地理空間情報の分散相互運用環境の有効性 -東日本大震災を
事例として-
Effectiveness of interoperability of GIS data in wide-area disaster: Case in the Great East
Japan Earthquake

臼田裕一郎 1∗,長坂俊成 1

USUDA, Yuichiro1∗, NAGASAKA, Toshinari1

1（独）防災科学技術研究所
1NIED

迅速かつ適切な災害対応を行うためは、各種地理空間情報を取得・統合し、総合的な判断・意思決定を行う必要がある。
特に広域災害においては、各機関の強調・連携した対応が求められるため、地理空間情報の共有の仕組みが必要である。
　筆者らは、各主体が標準的な方式で地理空間情報をインターネット上で公開・配信し、互いにデータを利用し合う

情報利用環境「分散相互運用環境」の構築を提唱してきた。そして、2010年ハイチ地震では、各種高解像度衛星画像が
地理空間情報の流通の国際標準の方式で分散して配信されたため、各種衛星画像が統合的かつ動的に利活用された結果、
被災地における参加型の地図作製に活用されたことや、災害対応機関や支援団体等が、必要な衛星画像を背景地図とし
て活用したことを確認し、地理空間情報を標準方式で流通して利用する分散相互運用環境の有効性を確認した。

2011年に発生した東日本大震災においては、国際標準の方式で公開されている地理空間情報の所在情報を収集し、加
えて一部の地理空間情報については筆者らが国際標準方式で配信を行い、WebGISを用いた被災地情報支援の際に活用
し、目的に応じた地理空間情報を統合的に利用することができた。
　そこで本発表では、東日本大震災において地理空間情報を中心とした筆者らが行った被災地情報支援事例の紹介を

行い、次の広域災害に備えるために地理空間情報の流通方式としての相互運用方式の有効性と課題について示す。

キーワード:地理情報システム,相互運用,東日本大震災,被災地支援
Keywords: GIS, interoperability, the Great East Japan Earthquake
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HSC24-06 会場:102B 時間:5月 23日 10:15-10:30

大地震時に配信する地域の地理的特性の情報について
Geographic characteristics information of hazard area in large earthquake

小荒井衛 1∗,神谷泉 1,乙井康成 1,中埜貴元 1

KOARAI, Mamoru1∗, KAMIYA, Izumi 1, Kosei Otoi1, NAKANO, Takayuki1

1 国土地理院
1Geospatical Information Authority of Japan

国土地理院の地理情報解析研究室では、特別研究「地震災害緊急対応のための地理的特性から想定した被害情報の提
供に関する研究」として、大地震が発生した場合に、政府レベルでの対応を決定するために必要な情報として、震度の
大きな地域の地理的特性に基づいて想定される災害の予想を行い、その情報を３０分以内に政府の災害対策本部等に提
供するシステムの研究を行っている。現在、震度情報を自動で入力して、DEM、地形分類、地質図、地すべり分布図等
の既存情報から斜面崩壊、地すべり、液状化などの地表変動の発生可能性について 1kmメッシュ単位で予想した結果を
出力するシステムを開発し、その結果の妥当性について、既存の大地震時の災害状況と比較して、その予想アルゴリズ
ムの改善等を行っているところである。その中で、震度が大きかった地域の地形や地質の概要を知りたいとのニーズが
あり、そのような地域特性情報を予め作成しておき、震度が大きかった地域の地域特性情報を配信することも考えてい
る。これはあたかも、論文や報告書の最初に書かれる、地域の地形と地質の概要情報のようなものである。現在そのた
めの試行として、北関東と南東北の幾つかの県において地域特性情報を作成中であり、その基本的な考え方についての
発表者の私案を紹介し、人間環境と災害リスクのセッションの中で議論したい。
震度情報は最初に、震度速報が発表される。震度速報の地域区分は、茨城県であれば茨城県北部、茨城県南部といった

地域区分である。まずはそのレベル（第 1レベル）での地域特性情報を発信する必要がある。次いで、各地の震度（地
震計ごとの震度の情報）が発信されるが、こちらの地域区分は平成の大合併前の旧市町村くらいの範囲である。しかし、
そのレベルでの地域の細かさの情報を政府レベルに配信しても細かすぎるので、幾つかの市町村を纏めた地域範囲（第２
レベル）での地域特性情報を作成しておく。この時の地域範囲の設定は難しいが、同一の大地形区分、地質構造帯につ
いては同じ地域範囲に纏めるようにする。震度計が旧市町村毎に設置されている場合が多いので、地域区分は各市町村
を分断しない方が望ましいが、同一市町村内で大地形区分や地質構造帯が違う場合には、行政界よりは自然境界を優先
すべきであるし、政令指定都市等では面積が広すぎて分割せざるを得ない例は多く出てくると想定される。大まかには、
震度速報の地域区分を４～５くらいに区分するのが最も適切と考えられる。茨城県の場合は県全体で９区分した。現在
試作している区分案を図 1に示す。今後の試行錯誤で変更される可能性はあり得るし、地域区分名も仮置きであり、今
後適切な名前を設定する必要がある。茨城県北部は 5つに区分されているが、水戸市、ひたちなか市、那珂市、茨城町、
大洗町、東海村などの平野や丘陵から構成される地域を「県央丘陵地域」とし、残りの山地地域については地質の違い等
から 4つに区分した。このように、まずは平野、盆地、丘陵、山地などの大地形単位で区分し、そのうち山地について
は地質の違い等によって区分するのが妥当と考える。茨城県北部の山地部については、「北部太平洋岸・阿武隈山地」は
阿武隈花崗岩や日立変成岩の分布域、「久慈川・里川間新第三系地域」は新第三系堆積岩分布域、「八溝山地」と「鶏足
山地」は、ジュラ系堆積岩の分布域である。2011年東北地方太平洋沖地震は津波以外にも大きな被害を茨城県にももた
らしたが、土砂災害を例に取ってみても、水戸周辺では台地や丘陵地の造成地で大きな地盤変状が発生して家屋の傾き
や倒壊が認められ、阿武隈花崗岩分布域では風化の進んだ箇所で若干の表層崩壊が認められたのに対し、八溝のジュラ
系分布域では被害の報告はほとんど無かった。このように、地質の違いによって災害の状況は大きく異なっており、今
回の地域区分案は概ね妥当と考えられる。
県北の日立市の場合、阿武隈山地と沿岸の段丘とでは当然災害特性は違うが、そこまで細かく区分することはせず、

「北部太平洋岸・阿武隈山地」として 1つの地域に纏め、地域特性情報としては 2つ以上の地域特性を並列列記して表示
することになる。県南のつくば市の場合、大地形としての筑波山地が存在するため、「筑波山地」とそれ以外の台地と沖
積低地から構成される「鬼怒川・小貝川流域」に分かれる。後者は、台地部と沖積低地部では災害特性が違うので、地
域特性情報としては 2つ以上の地域特性を並列列記して表示する。

キーワード:大地震,地理的特性,震度,大地形区分,地質構造帯
Keywords: large earthquake, geographical characteristics, seismic intensity, large scale landform classification, geological struc-
ture zone
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HSC24-07 会場:102B 時間:5月 23日 10:45-11:00

平常時と災害時の連続性を考慮した自治体と市民によるGISの活用
Practical-use of GIS by municipality and civilian considering continuity between normal
and disaster period

浅野耕一 1∗

ASANO, Koichi1∗

1 秋田県立大学
1Akita Prefecture University

１．はじめに
　自治体が災害時を含めて継続的に使用できる GISが満たすべき条件として，リスク対応型地域管理情報システム

（RARMIS）理念が提唱されている（畑山ら 1999）。この理念は，阪神大震災でGISを十分に活用できなかった教訓を踏
まえ，自治体GISが最低限満たすべき原則としてまとめられた。その内訳は，（１）平常時と災害時の連続性，（２）時空
間データベース，（３）自立分散協調，である。
　秋田県由利本荘市では，RARMIS理念に沿って開発された，全庁統合型時空間GIS（以下，時空間 GIS）を平成 20

年度から運用している。時空間 GISを用いることで，紙地図や紙台帳では困難な，情報の条件付き検索などが迅速に行
えるようになり，自治体職員の業務時間の短縮や新たな住民サービスの創出が期待される。災害時においても迅速な情
報収集や状況の把握に活用できる。

２．災害時の活用方法
2.1.自治体
　災害時には迅速な意思決定が求められる。そのために必要なのは現況に対する情報である。被災情報を知るには現

地からの迅速な情報収集が必要と言える。たとえシミュレーションで把握するとしても日頃からの的確な情報収集の結
果がベースとなる。
　職員が時空間GISを用いて具体的に行うことは，外部からの電話等による連絡内容の記録と意思決定結果の記録，両

者の時空間 GISへの入力，入力されたデータの集計，報告書の作成等である。高度なシミュレーションは専門技術者が
行うことになる。
　由利本荘市では時空間GISの導入以来，職員による時空間GISを用いた図上防災訓練を行ってきている。その結果

を踏まえ，災害情報の記録カードを改良したり，平常時から使う機能の改良を行ったりしてきた。本報では，その結果
について報告する。

2.2.市民
　市民に求められることは，自主防災組織による自助・共助の取り組みと公助のための自治体への情報提供である。従

来は電話連絡のみだが，近年のパソコン等の普及状況を踏まえると，時空間 GISデータを市役所に送信してもらう可能
性も検討すべきである。
　この考え方に基づき，平成 23年 9月に市の危機管理課と自主防災組織とが共同で行った時空間 GISによる安否確

認実験を行った。具体的には，避難者に安否確認カードを記入してもらい，その内容を時空間 GISに入力し，得られた
データを危機管理課に送信し，危機管理課の時空間 GISに登録した。本報では，得られた成果と明らかになった課題を
報告する。

３．平常時の活用推進
3.1.自治体
　災害時に時空間 GISを活用できるには，平常時から似た操作を行っていることが重要である。だからと言って，平

常時に不要なことまで行うという意味ではない。実際にはむしろ，災害時に有効とされた手法は，平常時に適用しても
有効なケースが多い。
　災害時に市民や他機関から被災情報の連絡が入るケースは，平常時では主に生活環境に関わる市民からの問い合わ

せや苦情が考えられる。そこで由利本荘市においても平常時から苦情や問い合わせ等への対応結果の情報管理に時空間
GISを活用している。また，ごみステーション等の施設管理でも活用しており，災害時は被災箇所の管理に応用できる。

3.2.市民
　市民が自分たちのパソコンを操作して町内会や集落の安否確認情報を時空間 GISに入力し，危機管理課に送信する

ことを可能にするには，平常時から似た操作を行っていることが有効である。そのためには，日頃から市民生活で活用
できる時空間 GISソフトを開発する必要がある。
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　本報では，現在開発中の市民向け時空間 GISソフトについて報告する。市民には管内の地図だけでは使い勝手が悪
いので，電子国土を背景図として使え，時空間データを登録・保存できる仕様とした。登録したデータはテキストデー
タをして移出でき，他者と共有できる。

４．まとめ
　災害時に時空間 GISを有効活用するには，平常時からの操作環境等の連続性が有効である。本報は，由利本荘市と

共同で，自治体側と市民側の双方の視点から，時空間GISを用いた図上防災訓練実験を行った結果と課題の報告となる。
　東日本大震災では，由利本荘市の人的・物的被害は無かったが，秋田沖地震等により，いずれ大災害に見舞われる危

険はある。東日本大震災では栃木県那須烏山市などの一部を除き，時空間 GISが十分に活用できたとは言い難い。災害
時の情報管理には，RARMIS理念に基づいた時空間GISは最も適したツールであり，今後も実証実験を進めていきたい。

キーワード:防災,地理情報システム,自治体
Keywords: disaster prevention, GIS, municipality
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HSC24-08 会場:102B 時間:5月 23日 11:00-11:15

災害復興まちづくりにおけるリスクコミュニケーション手法の開発と活用
Development of risk communication method on the town reconstruction planning

李泰榮 1∗,長坂俊成 1,須永洋平 1

YI, Taiyoung1∗, NAGASAKA, Toshinari1, SUNAGA, Yohei1

1 独立行政法人防災科学技術研究所
1National Rerearch Institute for Earth Science and Disaster Prevention

筆者らは、東日本大震災被災地である岩手県大船渡市を対象に、同市の災害復興局と協力のもと、eコミュニティ・プ
ラットフォームを活用した住民参加型のリスクコミュニケーション手法の開発と、当手法の実施のために各種地図情報
の作成・印刷が可能なツールとして復興地図センターを設置し、災害復興に向けたまちづくりを支援している。
　大船渡市では、復興計画や復興事業の推進に向け、個別地区や地域コミュニティ単位の復興に向けた説明会や住民

会合が行われている。しかし、国・県の個別の事業進捗状況により災害リスク情報や支援メニューの情報が逐次更新さ
れるため、個人または地域コミュニティとして地域復興に関する情報収集や生活再建の場を判断するのが難しい状況で
ある。さらに、すでに少子高齢化が進んでいる地域実情を勘案すると、今後の 10年後、20年後、30年後、個人、世帯、
コミュニティ、さらには地域まで、被災地の中長期的な地域社会の情勢変化を考慮した地域再生及び生活再建の価値基
準の明示が必要である。そのため、住民のリスクコミュニケーションを通じた、これらの価値基準とリスクのトレード
オフ関係（便益関係）やリスク受容性に基づく復興まちづくりが重要となる。
　そこで、筆者らは、地域復興における中長期的な地域社会の脆弱性を考慮した住民参加のリスクコミュニケーション

手法を開発し、eコミによる大船渡市復興支援サイト（http://ofunato-city.ecom-plat.jp）を立ち上げ、国、県、市の重点的
な復興計画事業やその他の団体や民間からの保険・寄付金・支援制度などの各種補助制度を整理し情報提供するととも
に、国、県、自治体などの行政や、大学、学会などの各種研究機関、さらには民間企業などが公開している白地図、被
災前の航空写真、住宅地図に加え、震災に関連する被災後の航空写真、震度マップ、浸水被災マップ、土地利用方針図、
浸水シミュレーション図などの様々な地図情報を提供し、住民自らが地域再建と生活再建を検討できるリスクコミュニ
ケーションの取り組みを行っている。
　とくに、当取り組みでは、地元のシステム企業、地元の若者で結成されたグループ KOM（気仙を大いに盛り上げる

の頭文字）、ほかの支援 NPO等と協力し、「おおふなと夢商店街」（大船渡市の仮設商店街）内に「復興地図センター」
（http://311archives.jp）を設置した。筆者らは、当センターを拠点に、市全体または個別地区の復興会合における地図活
用ニーズに対し、大船渡市復興支援サイトから提供された各種地図の作成・印刷などの技術的なサポートを行っている。
さらに、住民ワークショップや勉強会などの会合から出された事業手法や支援制度、行政への働きかけ手法など、復興ま
ちづくりに関する住民の各種ニーズや課題を受け付、大船渡市復興支援サイト通して地域に不在しているまちづくりや
防災の専門家の知見・助言・指導などを提供している。

キーワード:被災地,災害復興,まちづくり,住民参加,リスクコミュニケーション
Keywords: stricken area, reconstruction, town planning, residents participation, risk communication
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HSC24-09 会場:102B 時間:5月 23日 11:15-11:30

商店や事業者インタビューによる津波避難行動のアーカイブ活動
Archive activities of tsunami escape action to interview for business place

長坂俊成 1∗,坪川博彰 1,三浦伸也 1,田口仁 1,李泰榮 1

NAGASAKA, Toshinari1∗, Hiroaki Tsubokawa1, Shinya Miura1, TAGUCHI, Hitoshi1, YI, Taiyoung1

1 独立行政法人防災科学技術研究所
1National Research Institute for Earth Science and Disaster Prevention

東日本大震災での経験や教訓をどのように後世へ伝えていくか、安全・安心な社会づくりにおいて重要な課題となって
いる。「東日本大震災・公民協働災害復興まるごとデジタルアーカイブス」(通称：３１１まるごとアーカイブス)は、東
日本大震災の経験や教訓を人類共通の資産として千年先の後世に伝承し、安全な社会を構築することを目的とした、アー
カイブ・プロジェクトである。本発表では、被災した店舗や事業者等に津波の避難行動をインタビューし、実際に避難
した経路をマップに登録することで津波避難のアーカイブ活動を行っている釜石市での事例を紹介するとともに、アー
カイブ活動を通じたリスク・コミュニケーションの展開と課題について発表する。

キーワード:東日本大震災,避難行動,アーカイブ,釜石市
Keywords: the Great East Japan Earthquake, tsunami escape, Archive, Kamaishi City
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HSC24-10 会場:102B 時間:5月 23日 11:30-11:45

ハザード評価の要求レベルと解像度に関する考察
Discussion on the social demand level of hazard estimation

鈴木康弘 1∗

SUZUKI, Yasuhiro1∗

1 名古屋大学
1Nagoya University

東日本大震災は、意識的に想定から外された巨大地震により生じた国難である。こうした問題を繰り返さないために
は何が必要かについて、ハザード予測に携わる視点から考えてみたい。従来の災害予測は真理の解明を目指す理学的研究
の結果であり、社会はこれに対応することが迫られた。予測情報により社会の災害対応力がある程度向上したことは事実
であるが、予測結果が大規模かつ深刻になると、経済的・社会的理由で対応が困難であるとして受容されないこともあっ
た。こうした問題は、災害予測に関する社会的要求水準と責任を明確にしてこなかったことに原因があると思われる。
今回の震災以降、「既往最大」よりも、「理論上起こり得る最大規模」の災害を予測することが重要であるとされた。こ

れはひとつの要求水準の明確化である。一方で「既往最大」でさえ十分考慮されてこなかったことも東日本大震災の反
省でもある。要求水準を自ら明確化することで社会の側は受け身でなくなり、予測する側には責任上、確度に関する客
観的説明が必須となる。こうした議論を通じて、真に災害に強い社会が形成されるきっかけになる。ハザード評価に関
わる研究分野・関係学会においては、要求水準に応じたハザード評価や精度検証の方法論を詰める必要がある。

キーワード:ハザード評価,ハザードマップ,社会的要求水準
Keywords: hazard estimation, hazard map, social demand level
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HSC24-11 会場:102B 時間:5月 23日 11:45-12:00

能登半島西岸の地震性隆起海岸と活断層
Co-seismic uplift and active fault around in the western part of Noto peninsula, central
Japan

渡辺満久 1∗,鈴木康弘 2

WATANABE, Mitsuhisa1∗, SUZUKI, Yasuhiro2

1 東洋大, 2 名古屋大
1Toyo Univ.,2Nagoya Univ.

1はじめに
能登半島の海岸部には多数の海成段丘面が分布している。Ota (1975)・中村（2010）などによれば、それらの旧汀線高

度には不連続が確認されており、活断層の存在が推定されている。本研究では、志賀原子力発電所が建設されている、能
登半島西岸の志賀町～富来町周辺の海成段丘面の対比・編年を行い、それらの汀線高度分布を明らかにする。また、海
岸部における離水ベンチ等の地形も検討して、本地域の活構造を明らかにする。さらに、水準点測量結果との比較を実
施して、定常的な地殻変動と汀線高度との関係を検討して地震性地殻変動の可能性を示す。また、既存の音波探査結果
も参照しながら、活断層の陸上～海底への連続性を検討する。本研究では、平成 21～24年度科学研究費補助金（基盤研
究（C）研究代表者：渡辺満久）を使用した。

2海岸地形と汀線高度の不連続
石川県志賀町～富来町の海岸部に分布する海成段丘面は、M面・H1～H3面・M面・L面に区分できる。なお、より高

位にも海成層が確認できるが、面の分布を広範囲に追跡することが困難であるため、本研究では分析対象とはしなかっ
た。また、標高数m以下の高度には離水ベンチが確認できる。

H面群構成層は層厚 2～3mの風成層に覆われる。この風成層中から示標火山灰を見出すことはできなかったが、赤色
風化が進み、顕著な赤色風化殻が形成されている。M面構成層は層厚 1m程度の風成層（ソフトローム層）に覆われ、風
成層の赤色風化は進んでいない。また、この風成層中には SK火山灰（約 110-115ka）が含まれ、M1面構成層を刻む開
析谷中には、風成堆積した SK火山灰を確認した。これらの事実から、H面群は、MIS 5eより古い時代に形成された海
成段丘面であり、M面はMIS 5eに形成された海成段丘面に対比できる。L面は、52-181AD.以前に離水している（中村、
2010）．
調査地域南端の志賀町（高浜町）周辺では、M面の汀線高度は 20m弱程度であるが、北方の志賀原子力発電所付近で

は 20～20数mとなり、さらに北方の富来川左岸地域では 40数mに達する。ところが、富来川の右岸では、M1面の汀
線高度は再び 20mと低下している。H面群の汀線高度も同様の特徴をもち、高浜町から富来川左岸まで、43～55 m以上
（H3面）、53～100 m（H2面）、80 m以下～140 m以上（H1面）と上昇する。富来川右岸の H面群の汀線高度は、40～
45 m（H3面）、65 m（H2面）、100 m以下（H1面）である。このように、海成段丘面の高度は富来川を挟んで急激に北
方で下がっており、富来川付近に南（東）上がりの活断層（富来川南岸断層）の存在が想定される。中村（2010）によ
れば、L 面や離水ベンチの高度分布にも同様の特徴が見られる。

3水準点測量結果と音波探査結果
上記したように、海成段丘面の高度は富来川の左岸と右岸で急激に変化している。このような短波長の変動は、断層

変位として理解すべきであるが、念のため、国土地理院による 107年間の改測結果との比較を行った。その結果、水準
測量成果は富来川の北（西）が 3cm程度相対的に高くなっていることを示しており、海成段丘面高度の急激な変化とは
無関係であることは明らかになった。
北陸電力による調査地域西方の海域調査によると、志賀原子力発電所の西方 3～4 kmの海底に、後期更新統を変位さ

せ東側が相対的に隆起するような海底活断層が確認できる。この海底活断層は、北方へと連続して走向を北東方向に変
化させ、富来川南岸断層に連続する可能性がある。

4考察
本地域は、2007年能登半島地震時にも隆起したことが知られている。浜田ほか（2007）は、能登半島地震の繰り返し

によって、本地域の海成段丘面高度分布を説明している。しかし、この報告では、詳細な高度変化は扱っておらず、富
来川南岸断層の影響は考慮されていない。富来川南岸断層は更新世後期に活動を繰り返していることは明らかであり、M
面形成後（120-130ka以後）の累積鉛直変位量は 20 m以上に達している。同様の変動は、完新世の地形にも表れている。
この活断層は、西方海域の海底活断層へ連続する可能性が高い。海岸部の離水ベンチ・完新世海成段丘面の存在は、そ
の活動による地震性隆起が最近も起こっていることを示すであろう。志賀原子力発電所の安全性確保のためには、この
活断層の活動性を正しく評価する必要がある。
【文献】Ota,Y., 1975, Quaternary Studies, Royal Soc. New Zealand, Bull., 13．中村勇太，2010，活断層学会予稿集．浜田
昌明ほか，2007，地震研究所彙報， 82．
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HSC24-11 会場:102B 時間:5月 23日 11:45-12:00

キーワード:海成段丘,離水ベンチ,活断層,志賀原子力発電所,能登半島
Keywords: marine terrace, emerged wave-cut bench, active fault, Shika nuclear power plant, Noto Peninsula
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HSC24-12 会場:102B 時間:5月 23日 12:00-12:15

北海道胆振・日高地方の津波に関するアイヌ口碑伝説の検証
Study on the legends of ancient and historical tsunamis hanbed by Ainu Race

都司嘉宣 1∗,今井健太郎 2,堀江岳人 3,野々山浩介 3,岩渕洋子 4,今村文彦 2

TSUJI, Yoshinobu1∗, IMAI, Kentaro2, HORIE, Takehito3, NONOYAMA, Kosuke3, IWABUCHI, Yoko4, IMAMURA, Fumihiko2

1 東京大学地震研究所, 2 東北大学, 3 アルファ水工, 4 原子力安全基盤機構
1ERI, Univ. Tokyo,2Tohoku Univ.,3Alfa Hydraulic Engeering co.,4JNES

北海道に住むアイヌの伝承の中に、多数の津波伝承があることが知られている。高清水（2005）は、このような数多
くのアイヌの伝説中に現れる津波伝承の内容を紹介している。また、扇谷（1988）のアイヌ地名・民俗の研究者の成果
から津波伝承の記載を見いだすことができる。いっぽう、平川ら（2003、2005）や七山ら（2001、2002、2003）による
北海道の太平洋海岸の津波堆積物の精力的な調査によって、過去に非常に大きな津波が北海道の太平洋海岸を襲ってい
たことが明らかとなった。当然、アイヌの伝承のなかには実際に体験された津波の事実が反映されていると考えるのが
合理的である。
　胆振・日高地方には、図に示したような 16個所で津波伝承が伝わっている。これらの伝承は、内容から考えておお

むね１６世紀以後に現実に体験された津波の伝承（図では○で示す）と、聖書のノアの箱船伝承のような「遙か古代の
津波」を語っているもの（★で示す）の２種類に分類することができる。
　本研究では、これらの伝承の真偽にはあえて立ち入らず、伝承の語る通りに、津波による海水到達点を現地検証し、

標高を測定してアイヌに伝えられた津波について考察した。
　室蘭市の崎守（さきもり）は、明治期の地図には「元室蘭」と書かれた。吉田（1915）によると、胆振元室蘭の宝器

什物類は礼文華エコリの岬に漂い着いた、と伝える。ここの標高 3.8ｍに地上冠水２ｍとして 5.8ｍとする。おそらく、
1640年の北海道駒ヶ岳の噴火に伴う津波伝承であろう。
　登別市富岸（とんけし）では、酒宴を行っていた６人のアイヌの酋長が、集落もろとも津波に流されたと伝える。
鵡川の河口東岸にあった小丘には、キツネに導かれて丘の上に上がったところ、津波が来たとき助かったと伝える。沙

流川の流域は、伝承が豊富である。「昔松前侯の使者が日高沙流太に来たとき、平取以南の首長が集まった。そのとき津
波があり沿岸の多くのアイヌと共に溺死した。このとき荷負村のペナコリの下のニナツミのチャシ（砦）にいた老人でさ
え溺死した。海水が引いたときカレイ（鰈、ニナ）が残ったのでそこをニナという。」と伝えている。蠣崎氏が徳川家康
から松前姓を賜ったのが 1599年であるから、この一連の伝承は、これ以後の津波である。おそらく、慶長１６年 (1611)
の三陸沖地震津波の北海道側の被災を物語るのであろう。ニナツミチャシの位置は沙流川歴史館（2011）によって調査
報告されている、それによるとその標高は６ 1mであった。
アイヌ伝承による津波浸水高さを図に記しておいた。

キーワード:北海道の津波,アイヌ伝承,歴史津波,胆振地方,日高地方
Keywords: tsunamis in Hokkaido, legend of Ainu, historical tsunamis, Iburi province, Hidaka province

1/1



HSC24-13 会場:102B 時間:5月 23日 13:45-14:00

2011年風水害によるため池決壊と下流への影響
A reservoir rip by the 2011 storm and flood damage and the influence

古田昇 1∗

FURUTA, Noboru1∗

1 徳島文理大学・文学部
1Tokushima Bunri Univ.

2011年夏に西日本をおそった台風は紀伊半島等で甚大な被害をもたらした。兵庫県淡路市でも志筑川上流のため池が
決壊し、貯留水が濁流となって下流をおそい、耕地や河口付近の家屋に床上浸水の被害を与えた。当地域では、平成 16
年の風水害時にも大きな被害を受けているが、高齢化や地域コミュニティの変容により、ため池や水路のメンテナンス
は進んでいるどころか、放置されているところも少なくない。本報では、ため池卓越地域の防災・減災について、上流
の農業用ため池と全く無関係な下流の集落が被災した状況を報告する。

キーワード:ため池,洪水,破堤, GIS,風水害
Keywords: reservoir, flood, rip, GIS, storm and flood damage
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HSC24-14 会場:102B 時間:5月 23日 14:00-14:15

ベトナムにおける豪雨の長期変化
Long-term changes of heavy rainfalls in Vietnam

松本淳 1∗,グエン　チ　ホアン　アン 1,遠藤伸彦 2

MATSUMOTO, Jun1∗, Nguyen Thi Hoang Ahn1, Nobuhiko Endo2

1 首都大学東京, 2 海洋研究開発機構
1Tokyo Metropolitan University,2JAMSTEC

Every year, Vietnam is strongly affected by the TCs which are originated within the South China Sea (SCS) or are entered the
SCS from the Western North Pacific with high frequency in the northern and central region and low frequency in the southern
region. Impact from typhoon or TC and its consequence is one of the major natural hazards to the coastal region in Vietnam.
This study focuses to understand the long-term change of rainfall and heavy rainfall days caused by TC in the period 1961-2008
for the coastal region of Vietnam using the TC best-track data obtained from the UNISYS website archive and daily rainfall data
from 15 weather stations observed by the Vietnamese National Hydro-Meteorological Service.

The results show that TC rainfall has an increasing trend in all regions along the coastline. For TC heavy rainfall day (> 50
mm d-1), a significant increasing trend is found in the central region, but no significant trend is detected in the south region. The
long-term change of heavy rainfall occurrences was noted in the previous study, and contrastive trend was noted in northern and
southern Vietnam. However, the reason for that feature was unknown. The results suggest that the cause of the increasing trend
in heavy rainfall in the central Vietnam can be explained by TC rainfall, while that contrastive trend in the north and south region
can be answered by non-TC rainfall.

A significant increasing trend of the annual average TC rainfall and TC heavy rainfall day over 15 selected stations are also
found for the 48-year period, in particular, a strong significant increasing trend is seen for the period 1976-1995, but it tends to
decrease in the following stage.

キーワード:豪雨,台風
Keywords: heavy rainfall, typhoon
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HSC24-15 会場:102B 時間:5月 23日 14:15-14:30

A Study from the Questionnaire Result to Youth and Senior Citizens on Preparation for
Emergency - Zagreb, Croatia
A Study from the Questionnaire Result to Youth and Senior Citizens on Preparation for
Emergency - Zagreb, Croatia

Naoko Kimura1∗, Yosuke Yamashiki1

KIMURA, Naoko1∗, YAMASHIKI, Yosuke1

1DPRI-Kyoto University
1DPRI-Kyoto University

This research will study the social survey results on emergency case, especially floods, to the youth and senior citizens in
Zagreb, Croatia, in order to find a possible way to build a bridge between past experience and today’s life regarding awareness-
raising and preparedness in the context Croatian society. The City of Zagreb, the capital of Republic of Croatia, is located
between Medvednica Mountain and the Sava River, a tributary of the Danube River. In 1964, the city experienced a huge flood
caused by heavy rainfall. Due to the characteristic of its location between the mountain and the river, a large amount of rain water
was flowed into the city. The central part of Zagreb city had to be suffered from extensive damage with 17 casualties. Having
learned from this bitter experience, a drainage canal (Sava-Odra Canal) and retention dams/flood storage on the rivers from
mountain side were constructed. There has been no outstanding flood occurred since then. However, this region in the Balkan
Peninsula has some earthquakes and the City municipal government has also been conducting researches on flood simulations
of bank/dam ruins caused by a strong earthquake in Zagreb. It was observed from a preliminary social survey that people living
in the city know about historical floods event, however, their preparation status is basically individual base as well as they want
to know more how to prepare themselves and what to do on emergency cases such as flood and/or earthquakes. Although City
Museum did exhibition regarding historical flood events in the city, it seems that there was no sections to encourage interactions
of experiences from the past experience and everyday’s life. How can flood disaster experiences of the senior citizens be more
included and counted for better preparedness and awareness-raising in Croatian context? The social survey result showed that
more or less 30% of people answered ”I am prepared” in any group and about 70% thinks there will be a flood occurred in
Zagreb in future. Received the result, this research tries to answer the above question with seeking a applicability of Japanese
experiences. It also tries to study, as way forward, if computational tools such as virtual flood experimental tool can be effective
enough as educational tool for awareness-raising.

キーワード: flood, experience, preparedness, educational tool, Croatia
Keywords: flood, experience, preparedness, educational tool, Croatia
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HSC24-P01 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

空中写真の実体視判読に基づく2011年東北地方太平洋沖地震の津波浸水域認定の根
拠
Detection criteria for tsunami-inundation area of the Tohoku earthquake, based on air-
photo stereo-pair interpretation

日本地理学会災害対応本部津波被災マップ作成チーム 1,杉戸信彦 2∗

Tsunami Damage Mapping Team, Association of Japanese Geographers1, SUGITO, Nobuhiko2∗

1 なし, 2 名古屋大
1None,2Nagoya Univ.

1）はじめに
2011年 3月 11日東北地方太平洋沖地震の直後に撮影された空中写真は，沿岸部の広大かつ甚大な津波被害をはっき

りと把えている．
本発表では，空中写真の実体視判読に基づく「1:25,000津波被災マップ」（日本地理学会災害対応本部津波被災マップ

作成チーム，2011，http://www.ajg.or.jp/disaster/201103Tohoku-eq.html）をもとに，浸水域認定の根拠と注意点，問題点
を述べ，浸水域認定の妥当性について検討する．
津波浸水域の認定は，地震後撮影の空中写真の実体視判読を，微地形や標高，地形発達史，土地利用，土地条件，ま

た人工構造物などを直接確認しつつ津波の流動コースを考慮して実施することで，概ね可能である．画面上で空中写真
データを拡大しての実体視判読も重要である．地震前に撮影された空中写真との比較も浸水域認定に役立つ．
しかしこれまで，このことはほとんど明示されてこなかった．今回の検討が，将来の被害津波の折，浸水域の迅速な

把握に役立てば幸いである．なお「津波被災マップ」の作成過程等の詳細は別発表にゆずる．
2）認定根拠
空中写真の実体視判読に基づく津波浸水域の主な認定根拠として，A．耕作地や道路，駐車場，空き地等の色調変化

（津波によって運搬されてきた砂や泥などの堆積物に覆われていると推定されるケースや津波襲来直後で地面が乾いてい
ないと推定されるケース），B．津波で運ばれてきたと推定される稲藁や車両，破壊された家屋等の漂着物の存在，C．津
波の浸入に起因すると推定される耕作地の湛水，が挙げられる．
例として仙台市若林区荒井付近の浸水状況を述べる．浸水したと判断される範囲においては，耕作地や道路等の色調

がそれ以外の範囲とは異なって明褐色を呈し，津波堆積物に覆われていると考えられる．同時に多くの耕作地に漂着物
が認められ，かつほとんどの耕作地が湛水している．
漂着物の多くは各耕作地の西端に集積している．何波目の津波に起因するかは同定困難であるが，東から西に向かって

津波が流れたと考えられる．現地における聞き取り調査によって，海岸線から西側へと浸入し仙台東部道路に達した津
波がアンダーパスを抜けてその西側へと浸入したこと，および西側への浸入の勢いが比較的弱かったことが確認された．
荒井付近から北西方には集落群が発達している．土地条件図をみると，これらは氾濫平野上に立地しており，東側や

南側には三角州がひろがっている．これらの集落は，色調変化や漂着物，湛水等が認められないため，浸水を免れたと
判断される．このことは聞き取り調査によって確認された．集落南側の三角州における津波は，南北方向の水路をやや
西に越えた付近でとまっているが，十呂盤の南西方では西へと帯状にのびて浸入している．東西方向の水路を逆流した
津波がこの水路沿いに氾濫したと考えられる．

3）注意点・問題点
平野部における浸水域の認定においては，水田の湛水の取り扱いや，噴砂による地盤変状との識別，堆積物の色調の

地域性に注意する必要がある．
地震前後の空中写真の比較が必要な場合もある．例えば，浜堤上やそのすぐ内陸側はもともと風雨等で運搬されてき

た堆積物が地表面を薄く覆っているところもある．漂着物なのか，もとからそこにあったものかを見分ける時にも地震
前後の空中写真の比較が役立つ．家屋等が一見，地震前と変わっていないように見える場合でも，地震前後を比較して，
位置や向きが津波によって変わっていることが判明する場合もある．
そのほか，家屋等の密集する都市域や分水界付近，堤外地における浸水域の認定においては，とくに注意深く判読を

行う必要がある．

謝辞：　国土地理院には地震後撮影の高解像度航空写真のデータを提供いただいた．空中写真やデータ整理等におい
ては名古屋大学・奈良大学・広島大学の大学院生・学生諸氏にお手伝いいただいた．

津波被災マップ作成チーム：　鈴木康弘（名古屋大）・石黒聡士（名古屋大）・碓井照子（奈良大）・内田主税（玉野総
合コンサルタント株式会社）・宇根　寛（国土地理院）・海津正倫（奈良大）・熊原康博（群馬大）・後藤秀昭（広島大）・小
岩直人（弘前大）・坂上寛之（株式会社ファルコン）・杉戸信彦（名古屋大）・田村賢哉（奈良大）・中田　高（広島大）・長
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HSC24-P01 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

谷川智則（玉野総合コンサルタント株式会社）・廣内大助（信州大）・堀　和明（名古屋大）・松多信尚（名古屋大）・宮城
豊彦（東北学院大）・渡辺満久（東洋大）

キーワード:津波,地形,空中写真,実体視判読, 2011年 3月 11日東北地方太平洋沖地震
Keywords: tsunami, landform, air-photo, stereo-pair analysis, 2011 off the Pacific coast of Tohoku earthquake
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HSC24-P02 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

干渉SARのコヒーレンス変化から見る平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震
に伴う液状化地域
Comparison between Liquefaction Area Associated with the 2011 Tohoku earthquake and
Interferometric SAR Coherence Change

小林知勝 1∗,飛田幹男 1,小荒井衛 1,乙井　康成 1,中埜貴元 1

KOBAYASHI, Tomokazu1∗, TOBITA, Mikio1, KOARAI, Mamoru1, Kosei Otoi1, NAKANO, Takayuki1

1 国土交通省国土地理院
1GSI of Japan

本研究は，液状化発生前後に撮像された SARデータを用いた干渉解析で干渉性が劣化した領域と液状化が発生した領
域との比較を試みたものである．平成 23年東北地方太平洋沖地震では，地震に伴う液状化現象が，千葉県や茨城県など
関東地方を中心に数多く報告された．液状化がおきると，噴砂・噴礫・噴水などによる地表状態の変化や側方流動など
による地盤形状の変化により，干渉性は著しく失われると推測される．これまでにも，SAR干渉画像中の非干渉領域が
地震に伴って発生した液状化の領域を示しているとの報告は幾つかなされてきたが，これらの報告のほとんどは干渉画
像内にみられる非干渉域（砂目模様）を液状化発生域とみなしている．しかし，干渉画像内の非干渉を指標にした液状
化域の推定では，その土地固有の干渉性の悪さと液状化を原因とする干渉性の劣化とを区別することができず，誤った
判読につながる可能性がある．そこで本研究では，干渉性の度合いを示すコヒーレンス値の変化量を利用して，干渉性
が劣化した領域と現地調査により得られた液状化発生域との空間的対応を調べた．本報告では，液状化が広い範囲で発
生し被害が大きかった利根川下流域と東京湾岸を調査範囲とした．
本研究では，液状化発生域の判読の指標に，コヒーレンス値の低下を利用した．液状化に伴う地表の散乱状態の変化

に対応して，液状化発生前と後でコヒーレンスの低下が見られることが期待される．本解析では，地震前－地震前デー
タペアの干渉処理から得たコヒーレンス画像と地震前－地震後のコヒーレンス画像を作成し，後者から前者のコヒーレ
ンス値を差し引いた差画像を作成することで，コヒーレンス値が低下した領域を同定して現地調査による液状化域との
比較を行った．現地調査の結果は，国土交通省関東地方整備局・地盤工学会（2011）によるものを用いた．本解析には，
宇宙航空研究開発機構（JAXA）の陸域観測技術衛星「だいち」の PALSARデータを使用した．利根川下流域の解析には
path404のデータを，東京湾岸沿いの解析には path405のデータを用いた．干渉解析には東北地方太平洋沖地震の発生日
をはさむ 2011/2/2-2011/3/20及び 2011/2/19-2011/4/6のデータペアをそれぞれ利用した．また，地震前（液状化発生前）
の干渉性との比較を行うために，前述の解析ペアの直近となるペア 2010/12/28-2011/2/2及び 2011/1/4-2011/2/19の干渉
解析を行った．
解析の結果，利根川下流域および東京湾岸とも，液状化発生が確認されている場所では，対応する領域でコヒーレン

ス値が低下しており，その範囲も現地調査による液状化範囲と概ね調和的であった．利根川下流域では，潮来市日の出，
香取市佐原，稲敷市西代の広い領域でコヒーレンス値の低下が見られ，これら分布は現地調査で報告されている液状化
範囲と良い一致が見られた．特に，潮来市日の出では，住宅地における液状化発生域の分布とコヒーレンス値の低下域
とに高い空間的相関が見られた．東京湾沿岸では，浦安市から習志野市にかけてコヒーレンス値が低下する領域が帯状
に広がっている．浦安市とその周辺では，首都高速湾岸線から海側で広くコヒーレンスの低下が見られた．一方，その
ようなコヒーレンス低下が見られる沿岸部でも，東京ディズニーランドや港・高洲・明海，日の出地区の一部海側では
コヒーレンスに顕著な低下が見られなかった．これらの特徴は，現地調査で確認された液状化/非液状化範囲と調和的で
ある．一方，千葉市の湾岸沿いの液状化発生域は地震発生前から干渉性が悪く，コヒーレンス値の変化から液状化域を
判読することは困難であった．

謝辞：本研究で使用した「だいち」の PALSARデータの所有権は，宇宙航空研究開発機構及び経済産業省にあります．
本研究で用いた PALSARデータは，衛星データを用いた地震・地盤変動データ流通及び解析グループ（地震WG）を通
じて提供を受けたもの，及び宇宙航空研究開発機構との共同研究協定に基づいて国土地理院が JAXA から購入したもの
を使用しています．この場を借りて，御礼申し上げます．

キーワード:平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震,液状化, SAR干渉解析,コヒーレンス低下
Keywords: the 2011 Tohoku earthquake, Liquefaction, InSAR, Coherence reduction

1/1



HSC24-P03 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

東北地方太平洋沖地震による利根川下流低地と宮城北部大崎平野における液状化被
害分布と地形条件，土地履歴との関係
Consideration on the distribution of liquefied sites in relation to the micro-topography and
land history

青山雅史 1∗,小山拓志 2

AOYAMA, Masafumi1∗, KOYAMA, Takushi2

1 財団法人日本地図センター, 2 明治大学大学院文学研究科
1Japan Map Center,2Graduate school of Meiji Univ.

東北地方太平洋沖地震では，東日本の広範囲にわたって液状化被害が生じた。また，既存の液状化ハザードマップで
は液状化発生危険度の高い地域として図示されていなかった領域においても，液状化被害が多数発生した。一度液状化
が生じた地点では，今後の地震によって再度液状化が生じやすいことが指摘されている。今後，より精度の高い有効な
液状化ハザードマップを作成するためには，東北地方太平洋沖地震によって生じた液状化（被害）の分布を明らかにし，
液状化発生地点の地形・地質的特徴を明らかにしていく必要がある。本研究では，東北地方太平洋沖地震により多数の
液状化被害が発生した利根川下流低地と宮城県北部の大崎平野における液状化被害分布を明らかにし，液状化被害発生
地点における微地形条件や土地履歴を検討した。
利根川下流低地に関しては，茨城県取手市から千葉県香取市佐原にかけての領域（利根川・小貝川流域）を調査対象地

域とした。大崎平野は江合川や鳴瀬川などの河川によって形成された沖積平野であり，本研究では大崎市，美里町，涌
谷町を調査対象地域とした。液状化被害分布は，自転車と徒歩による現地踏査と，Google Earth画像の判読によって明
らかにした。現地踏査で液状化被害と認定したものは，目視による観察に基づいたものである。現地踏査をおこなえな
かった領域に関しては，他機関・研究者による調査報告も参考にした。液状化被害発生地点における地形条件に関して
は，GISを用いて液状化被害分布と国土地理院発行治水地形分類図の重ね合わせをおこない，液状化被害発生地点と微
地形との関係を検討した。また，一部の領域については，明治初期～中期に作成された地図である迅速測図（利根川下
流低地のみ）や，明治後期以降に作成された旧版地形図なども用いて検討した。液状化被害発生地点における土地履歴
に関しては，迅速測図，旧版地形図，文献調査などにより検討した。
利根川下流低地の調査対象地域では，構造物の沈下・傾斜，構造物周辺地盤の沈下（構造物の抜け上がり），河川堤防

の損傷，地下埋設物の浮き上がり，地盤・道路の変形，農耕地における多量の噴砂とその堆積などの液状化被害が多数
発生した。それらの液状化被害のほぼ半数（49.3％）は，旧河道・旧湖沼といった過去の水部が陸域へと変化した領域
において生じた。その土地履歴をみると，江戸期や明治期以降に実施された利根川・小貝川の河川改修工事により本流
から分離した旧河道（三日月湖）や，洪水による破堤により形成された落掘起源の湖沼などが，1950～1970年にかけて
利根川の浚渫土砂で埋め立てられて陸域化した領域が多い。その中には，小規模な河川（水路）や湖沼を埋め立てた小
面積の領域もみられた。
大崎平野では，江合川，鳴瀬川，吉田川などの河川堤防において，堤防の基礎地盤および堤体内部での液状化発生に

より，堤防の崩落・沈下などの被害が多数発生したことが報告されている（国交省東北地方整備局，2011）。それらの河
川の旧河道では，噴砂，噴砂を伴う亀裂や地盤変状，貯水池護岸のはらみ出しなどが生じた。氾濫平野上に位置する JR
古川駅周辺では，構造物の傾斜，構造物周辺地盤の沈下，地下埋設物の浮き上がり，地盤・道路の変形など，液状化に
起因するとみられる構造物の被害が生じた。この地区以外においても，特に，氾濫平野（後背湿地）上に立地し，水田
から住宅・商業地区へと変化した地域において，構造物の傾斜，構造物周辺地盤の沈下，地下埋設物の浮き上がりなど，
液状化との関連が考えられる地盤被害が多くみられた。
以上のように，東北地方太平洋沖地震による液状化被害は，細かい単位での微地形条件や土地履歴を反映して発生し

たようである。今後のハザードマップ作成の際には，それらのことを考慮する必要があると思われる。なお，当日の発
表では，調査対象地域における微地形ごとの液状化被害発生数や単位面積当たりの液状化被害発生数など，液状化被害
発生地点と微地形との関係に関する具体的数値を示す予定である。

キーワード:液状化被害,微地形条件,土地履歴,利根川下流低地,大崎平野,東北地方太平洋沖地震
Keywords: liquefaction damage, micro-topography, land history, Tone River lowland, Osaki plain, 2011 off the Pacific coast of
Tohoku Earthquake
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HSC24-P04 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

房総半島でみられた2011年東北地方太平洋沖地震による液状化－流動化現象：房総
半島の概要と東京湾岸埋立地千葉市美浜区について
Liquefaction-Fluidization phenomena in Chiba on Kanto Basin at the 2011 Earthquake
off the Pacific Coast of Tohoku

風岡修 1∗,古野邦雄 1,香川　淳 1,楠田　隆 1,酒井　豊 1,吉田　剛 1,加藤晶子 1,山本真理 1

KAZAOKA, Osamu1∗, Kunio Furuno1, Atsushi Kagawa1, Takashi Kusuda1, Yutaka Sakai1, Takeshi Yoshida1, Akiko Kato1,
Mari Yamamoto1

1 千葉県環境研究センター地質環境研究室
1Research Institute of Environmental Geology, Chiba

2011年東北地方太平洋沖地震とその余震により，関東堆積盆地では東部の広い範囲で人工地層を中心に液状化－流動
化現象が発生した．ここでは，房総半島全域の液状化－流動化現象の概要と，東京湾岸埋立地の千葉市美浜区を中心に
同現象の特徴とその分布を述べ，地質環境との関係についても触れる．
房総半島全域の特徴：1)人工地層（埋立層・盛土層など）分布域を中心に，液状化－流動化現象による被害がみられ

る．　 2)主に気象庁震度階の 5強を超える揺れのあった範囲の人工地層上で液状化－流動化が発生している　 3)今回の
地震は北部で強く揺れたため，房総半島北部を中心に広範囲に液状化－流動化現象がみられる．　 4)房総半島北部では
1987年千葉県東方沖地震時に液状化があったところを中心に再液状化した．また，その規模や被害程度は，1987年千葉
県東方沖地震時と比べ大きい．　 5)液状化－流動化被害は人工地層の場所により程度の差がみられる．これは，人工地
層・沖積層内の地層の種類や厚さ，地下水位の違いなどが影響する可能性が高い．
東京湾岸埋立地千葉市美浜区の特徴：1)埋立地全域で液状化－流動化被害が起こっているわけではなく，100m程度の

規模のまだら状に液状化―流動化現象が分布する．中磯辺公園でみられるように，人工地層の砂層主体部分では，全面
で液状化－流動化現象がみられ，泥層主体部分ではほとんど同現象はみられない（風岡ほか，2000；2003）．このまだ
ら状の被害分布は，このような人工地層の構成の違いの可能性が高い． 2)まだら状のこの分布は，海岸線に直交～やや
斜交する幅数百mの帯状に被害が集中し，これは沖積層の厚さと調和的な部分がある．　 3)液状化－流動化現象の程度
を，地表面の変形の度合いや中層ビルの抜け上がり量から客観的に調べ，その分布を明らかにした．その結果，被害程
度の著しい部分は，埋立前の干潮時の波打ち際よりも沖合の人工地層の厚い部分に分布している．　 4)築山では道路面
より比高約 2m以下で噴砂がみられ，道路面より比高 2mまで地下水位が高まったと考えられる．　 5)著しい液状化－
流動化現象のあったところでは，強い揺れや家具の倒壊はなかったとの証言を得られた．阪神大震災の際液状化－流動
化した埋立地でも同様な証言があり，液状化－流動化による S波の減衰効果の可能性がある（楡井ほか，1996）．
今後の課題：災害に強い街づくりにむけて，人工地層内の液状化－流動化状況を検討するため以下の調査が必要とな

る． 1)液状化－流動化被害の程度が変化する部分で，オールコアボーリング調査などの地質調査から人工地層内の液状
化－流動化部分を認定し，その層相の側方変化や地層の形成過程．透水層構造・地下水流動などを明らかにする必要が
ある． 2)沖積層や下総層群上部までの地層の形成過程・地質構造・地層物性を明らかにし，地震動の増幅などの震動特
性や透水層の地下水流動を把握する必要がある．
今後の復旧・復興に向けて：1)液状化－流動化対策：地下水流動障害や地盤の沈下が起こらないようにする必要があ

る．一方，被害対策は土地の利用形態，被害状況，潜在的な地質環境を考慮し，液状化による地震動の減衰効果も活用
し，場合によっては利用形態の変更も視野に入れ，地質構造に合わせた多様な方法を考える必要がある．　 2)地下水の
重要性：災害時に上水を確保するため，日常的に利用する井戸を備え，地下水位・地下水質のモニターを行う必要があ
る．　 3)災害教育：自然災害や自然現象を取り扱う理科の地学分野を必修とし，地震時に地質災害が生じている人工地
層・沖積層・新生代層といった地層や地下水に関することや，地盤の沈下・斜面崩壊・地質汚染などの地質災害とその予
防・修復や地質環境（大地）の持続的な利用を取り扱う必要がある．
引用文献：風岡修ほか，2000，第 10回環境地質学シンポジウム論文集，33-38．　風岡修，2003，アーバンクボタ，40

号，11-13．　楡井久ほか，1996，京都大学都市耐震センター研究報告，別冊第 18号，127-146．

キーワード:液状化－流動化, 2011年東北地方太平洋沖地震,房総半島,人工地層,東京湾岸埋立地,アーバン地質学
Keywords: Liquefaction-Fluidization, The 2011 Earthquake off the Pacific Coast of Tohoku, Boso peninsula, Man-made strata,
Tokyo bay reclaimed land, Urban Geology
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HSC24-P05 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

2011年東北地方太平洋沖地震による液状化-流動化現象一利根川下流低地及び九十
九里平野一 (1987年千葉県東方沖地震と比較して)
Distribution of Geplogical Disaster by Liquefaction-Eluidizatio Phenomena on Boso
peninsula at The-2011 off the Paclfic

古野邦雄 1∗,風岡修 1,楠田隆 1,香川淳 1,酒井　豊 1,吉田剛 1,加藤晶子 1,山本真理 1,高梨祐司 1

FURUNO, Kunio1∗, KAZAOKA, Osamu1, KUSUDA, Takashi1, KAGAWA, Atsushi1, Yuataka Sakai1, YOSHIDA, Takeshi1,
KATO, Akiko1, Mari Yamamoto1, Yuji Takaknashi1

1 千葉県地質環境研究室
1Research Institute of Environmental Geology, Chiba (RIEGC)

2011年東北地方太平洋沖地震およびその余震は、房総半島においても各地で液状化一流動化現象を引き起こした。本
稿では、利根川下流低地及び九十九里平野地域を中心として、その分布と特徴を述べる。
利根川下流低地の特徴は以下のようである.
( 1 ) 1987年千葉県東方沖地震 (以下、東方沖地震という)と同様に旧河道を中心とした過去の水域を埋め立てたところ

で液状化一流動化被害がみられる.しかし、同地震時に比べてその被害範囲・程度は大きく，地盤の大きな沈下を伴う場
合が多い.

(2)埋立地でも液状化一流動化の程度が異なることがある.これは埋立居・沖積層の厚さや構成する地層の種類などが
考えられる.

(3)旧河道よりも広い範囲で液状化一流動化現象が見られる.
利根川下流低地の事例をいくつかあげると以下のようである
東方沖地震時には液状化流動化現象が見られなかった北部地域で，野田市 (台町，納谷)や我孫子市 (荒木，久寺家地先

(中 JIJ)，開発戸，布佐)などで液状化一流動化下現象が見られた特に我孫子市布佐では，利根川の堤防から住宅地まで
連続して液状化流動化現象が見られ住宅地の被害が大きい.また，液状化流動化地域とそうでない地域の境界が非常に明
瞭である.また，東方沖地震の時に，液状化一流動化による噴砂が広い範囲で見られた香取市石能地域は，明治時代に河
川改修が行われた，開削により河川の蛇行を解消し，さらに戦後食糧増産のために川跡が埋め立てられた地域である.今
回は，東方沖地震時に噴砂が見られた地域に加え，前回噴砂の見られなかった隣接地域でも噴砂がより広い範囲で液状
化流動化現象が見られた.
九十九里平野地域の特徴は以下のようである
（１）千葉県東方沖地震時と同様に砂丘内側の湿地跡や旧河道・旧沼沢地を中心とした過去の水域を埋立てたところ

で液状化一流動化被害が見られる.千葉県東方沖地震時に比べて今回の地震では，その被害範囲は広 (，被害程度は著し
く，地盤の大きな沈下を伴う場合が多い.

(2)埋立地でも液状化一流動化被害の程度が異なることがある.これは埋立層・沖積層の厚さ・構成する地層の種類な
どが考えられる.

(3)旧河道よりも広い範囲で液状化一流動化被害が見られる.
(4)砂鉄採取跡地等では自波が見られ，その波長は場所によって異なる.また，地波が見られるところでは構造物に被

害が見られる場合が多い.
(5)東金市以南では，東方沖地震で液状化一流動化被害が砂鉄採取跡地でみられたが，今回はみられなかった.
九十九里平野の事例として旭市の液状下流動化について以下に述べる
(a)旭市前野 (旧飯岡町前野)国道沿いの前野付近で噴砂，道路の沈下がみられる.
ここは，東方沖地震時にも噴砂がみられた所である.八畝田・篠堆では，噴砂，電柱・ブロック塀・家屋の傾動・沈下，

地波，地盤の沈下，亀裂が多数みられた.
(b)三川西部
三川西部の県道 210号線沿い八畝田の南隣では，噴砂，電柱・ブロック塀・家屋の傾き・沈み込み，地波，地盤の沈

下，亀裂，陥没が多数みられた他の地域に比べて，.噴砂は少ないものの，地表面の変形が大きい.一方，住民によれば
砂鉄採取跡地で被害があるとのことである.

(c)旭市篠堆 (旧飯岡町篠堆)
東方沖地震では一部で小規模な噴砂があった程度であるが，今回の地震では広範囲に液状化一流動化による様々な被

害がみられる.篠堆の南北に延びる 2車線道路では. 1m程度の段差を伴う地波が，また，噴砂，ブロック塀の変形，家屋
等の構造物・電柱の傾き・沈み込みもみられる.同様な被害は.周辺の住宅地にも広くみられ，百軒以上の家屋やブロッ
ク塀に傾き・沈み込みが，亀裂・陥没も一部でみられる.標高は比較的高いためか噴砂量は少ない.しかし，構造物や地
表面の変形は大きい.住民によれば砂鉄採取跡地で被害があるとのことである.
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HSC24-P05 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

(d)旭市野中
水田上の盛土層が，大きな亀裂を伴い側方流動し水田方向に滑っている亀裂内には噴砂が見られる.基礎杭のある建物

は大きく抜け上がる.

キーワード:液状化－流動化,利根川下流低地,九十九里平野, 2011年東北地方太平洋沖地震, 1987年千葉県東方沖地震,砂
鉄採取
Keywords: Liquefaction-Fluidization, Tone River, 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, 1987 off Chiba prefecture
Earthquake, digging of iron sand ore deposit, Kujyukuri plain
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HSC24-P06 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

液状化対策領域の最適化に関する一考察
Optimized shape design of gravel drains in liquefaction countermeasures

竿本英貴 1∗,吉見雅行 1

SAOMOTO, Hidetaka1∗, YOSHIMI, Masayuki1

1 産業技術総合研究所
1ADVANCED INDUSTRIAL SCIENCE AND TECHNOLOGY

1.はじめに

　液状化対策工法は，グラベルドレーン工法に代表される間隙水圧の抑制・消散を目的とする工法や，サンドコンパ
クションパイル工法のように地盤の密度を増大させ，地盤改良的な効果を期待する工法に大別できる．
　本研究では，グラベルドレーン工法に焦点を当てる．グラベルドレーン工法は通常，直線的なドレーンが設けられ

るが，必ずしも最適な効果が得るように設計されているとは言い難い．ここでは直線にこだわらず，最大の効率を得る
ためのドレーン形状やその配置状態を数値解析により探索する．

2.最適化問題としての記述

　ここでは地震によって地盤が液状化した後の状態を考えており，液状化に至るまでの地盤の挙動は議論しない．さ
らに問題を簡単化するため，地盤内で水が一様に湧き出している状態を仮定し，地盤の透水係数を適切に分布させるこ
とにより，効率的に湧水を地表 (全水頭が零)に移動させることを考える．
以上の仮定を経て，問題を地盤内の平均的な全水頭を最小化する問題として定式化でき，拘束条件として，透水問題

に関する偏微分方程式等が課される．

3.解析結果と考察

　最適なドレーン形状は，植物の根に似た形状となった．似通った形状が山間部の水系や人体の血管系等でも見られ
ることから，得られた形状は物質輸送を効率的に行うための基本形態と考えられる．また，透水係数分布のフラクタル
次元は，生物の血管系で確認できるフラクタル次元 (2.3)に近い値となった．

4.まとめ

　今回の設定では，最適ドレーン形状として植物の根に似た形状が得られ，同じ面積を有する直線的なドレーン形状
に比べて効率的であることを定量的に確認した．
最適形状を有するドレーンの施工に関しては課題が残るが，効率を改善するための指針を示すことができた．今後は

地盤剛性の最大化も同時に考慮した，マルチフィジックス条件下での最適化を試みる．

キーワード:液状化,グラベルドレーン工法,有限要素法,最適化
Keywords: liquefaction, gravel drain method, finite element method, optimization
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HSC24-P07 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

地震発生直後における被害の予想
Rough forecast damage just after earthquake

神谷泉 1∗,小荒井衛 1,乙井康成 1,中埜貴元 1

KAMIYA, Izumi 1∗, KOARAI, Mamoru1, Kosei Otoi1, NAKANO, Takayuki1

1 国土地理院
1GSI of Japan

災害が発生した場合、政府レベルでの対応を決定するために、早期に被害の概要を把握することが重要である。しか
し、大地震の発生直後には、被害の概要がわからない場合が多い。例えば、1995年兵庫県南部地震においては、地震の
2時間半後に空撮映像が放映され、初めて事態の重大性が判明した。2004年新潟県中越地震においては、山古志村の被
害が判明したのは、翌朝になってからである。現在においても、通信回線の不通、夜間、天候不良、あるいは情報の錯
綜等により、かならずしも適切な情報を得ることができないと予想される。そのような場合には、震度と、被災地の地
理的特性に基づいて想定される被害の予想が判断に役立つと考えられる。

内閣府が運用する地震防災情報システム (DIS)の地震被害早期評価システム (EES)では、建築物倒壊棟数とそれに伴う
人的被害の定量的な予測を行っている。本研究は、EESで扱っていない地盤災害（斜面崩壊、地すべり、液状化）につ
いて、推計震度分布図等のリアルタイム情報と、傾斜、地形分類、地質等の既存情報を組み合わせ、発災後 30分をめど
に、自動的な予想結果を関係部局に送信することをめざしている。また、自動的な予想結果とともに、参考となる資料
を自動的に作成し、これらを基に、参集した職員、あるいはネットワークを介してこれらの情報を閲覧した職員が、自
動的な予想結果の良否等を検討できる仕組みの開発を目指している。

以上のうち、本稿執筆時点では、自動的な予想を行うシステムができ、震度速報、各地の震度（地震計ごとの震度の
情報）、推計震度分布図（1kmメッシュ）の受信をトリガーとして、予想結果を得るところまでできている。ただし、予
想結果は十分なものではなく、アルゴリズムの改善が必要である。予想結果の自動的な送信および、参考資料の自動作
成、職員による検討の仕組みは、現在開発中である。自動的な予想は、1kmグリッドを単位として行っているが、現在
250m単位のグリッドに修正中である。

斜面崩壊の可能性については、国土技術政策総合研究所が、兵庫県南部地震の六甲山地における斜面崩壊の実例をも
とに開発し、その後複数の地震で検証が行われた「六甲式」（内田ほか，2004）が最も実用的な判断基準であると考え、
これを採用した。六甲式は、最大加速度と、地形（傾斜及び曲率）の関数であるが、地形に関係する部分と最大加速度
に関係する部分に分離することができる。そこで、地形に関する部分（以下、「部分六甲式」とよぶ）は、10m単位のグ
リッドで事前に計算しておき、1km単位のグリッド内における部分六甲式のヒストグラムを準備することにより、発災
時の計算量を削減している。また、最大加速度は、震度から推定している。なお、東北地方太平洋沖地震による被害状
況は、六甲式ではうまく説明できないため、国土技術政策総合研究所で改良が試みられているので、本研究においても
これを参考に修正する予定である。

地すべりの可能性は、防災科学技術研究所が作成している地すべり地形分布図データベース（http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/）
をもとに、地すべり土塊の面積の割合（以下、「地すべり面積率とよぶ」）をもとめ、地すべり面積率と震度のテーブル
演算で計算している。地すべり地形分布図が存在しない地域については、地すべり面積率と地質の相関を利用して地す
べり面積率を推定する手法を採用する予定である。

液状化の可能性は、全国を統一した方法で分類した若松による地形分類と、震度のテーブル演算で計算している。

参考文献

内田太郎・片岡正次郎・岩男忠明・松尾修・寺田秀樹・中野泰雄・杉浦信男・小山内信智 (2004)：地震による斜面崩壊
危険度評価手法に関する研究，国総研資料第 204号．
若松加寿江・久保純子・松岡昌志・長谷川浩一・杉浦正美 (2005)：日本の地形・地盤デジタルマップ，東京大学出版会．

キーワード:リアルタイム被害予想,地震
Keywords: realtime damage forecast, earthquake
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HSC24-P08 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

インターネット上のサーバーへのアクセス可能性を用いた災害時の状況把握
Grasping damage situation by accessibility to internet servers

神谷泉 1∗

KAMIYA, Izumi 1∗

1 国土地理院
1GSI of Japan

災害が発生した場合、現地の状況を知ることが重要であるが、現地と連絡が取れない場合も多々ある。インターネット
上のサーバーとの通信状況は、現地の状況を推定する資料の一つとして利用できる可能性がある。そこで、ping（ICMP
プロトコルのエコー要求とその応答）、TCPポートへの接続要求に対する応答、および proxyサーバーを通じた HTTP
サーバーの応答を用いてサーバーとの通信状況を把握し、電子国土 webシステムを用いて結果をマッピングするシステ
ムを開発した。

サーバーあるいはサーバー設置場所付近の被災以外に、サーバーと通信できない原因としては、被災以外の原因によ
るサーバーの停止、幹線通信経路の遮断、アクセスの集中によるサーバーあるは伝送路の障害、発変電所あるいは幹線
電力網に起因する停電などがあげられる。一方、サーバーが耐震・免振建物に設置されており、非常用電源が確保され
ている場合は、サーバー設置場所付近に大きな被害が発生していても、通信可能である場合も想定される。さらに重要
なことは、サーバーの設置場所は、必ずしもサーバーの運用主体の建物（たとえば市役所）であるとは限らない。今後、
以上を考慮した、監視対象のサーバーの選定と、結果の解釈が必要である。

キーワード:災害状況把握, ping
Keywords: Grasping damage situation, ping
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HSC24-P09 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

平成 16年新潟県中越地震で生じた斜面崩壊地域の起伏量
Relief energy of slope failures area affected by the Mid Niigata Prefecture Earthquake in
2004

黒木貴一 1∗,小荒井衛 2,小松原琢 3,岡谷隆基 2,中埜貴元 2

KUROKI, Takahito1∗, KOARAI, Mamoru2, KOMATSUBARA, Taku3, OKATANI, Takaki2, NAKANO, Takayuki2

1 福岡教育大学, 2 国土地理院, 3 産業技術総合研究所
1Fukuoka Univ. of Edu.,2GSI,3AIST

平成 16年新潟県中越地震では，中越地域において様々な規模の多くの斜面崩壊が生じた。その後，国土地理院により
空中写真からその分布が判読され，災害状況図が作成された。本研究では研究対象地域に対し，災害状況図にある地震
後の斜面崩壊を示すポリゴンやラインデータを用い，その斜面崩壊の持つ起伏量の特徴を検討した。なお災害状況図に
示される斜面崩壊地 (大)は地すべりを，斜面崩壊地 (小)は表層崩壊を示すと考える。
起伏量の GIS解析には，基盤地図情報の数値標高モデルの 10mメッシュ(標高)データを使用した。2種類の起伏量を

計算した。起伏量 1は単位面積内の最高点と最低点との標高差とし，この単位面積を 0.01km2，0.25km2，1km2とした。
起伏量 2は接峰面および接谷面モデルの標高差とした。各地形モデルの計算では，最小集水面積として 0.04 km2，0.09
km2，0.25km2 を設定した。次に起伏量の分布図に斜面崩壊地 (大)の地すべりの滑落崖と地すべり土塊，活褶曲の軸を
GISで重ね合わせた。これより単位面積が 1km2または集水面積が 0.25km2の際に，背斜軸と向斜軸の間で起伏量がより
大きく見えること，斜面崩壊地 (大)が生じた場所は周囲と比べ起伏量がより大きい傾向があることを確認しやすいこと
が分かった。

GIS解析ではさらに滑落崖，地すべり土塊，斜面崩壊地 (小)に関し，重心の座標，重心の震央からの距離，重心にお
ける起伏量 1と起伏量 2を求めた。次に横軸を震央からの距離とし縦軸を各地形とランダム点の起伏量とするグラフを
作成した。これより斜面崩壊の発生が震央からの距離約 11km以内に集中していることが分かった。この傾向は斜面崩壊
地 (大)でより明瞭に表れた。また各地形とランダム点との比較から，斜面崩壊はある起伏量よりも高い場所に生じた傾
向と，震央からの距離が遠くなると起伏量のより小さな場所で生じにくかった傾向のあることが分かった。後者の傾向
は斜面崩壊地 (小)でより明瞭である。以上の特徴は，起伏量を計算する単位面積または集水面積が広い場合のグラフで
最も読み取りやすかった。
まとめると，本研究では様々な起伏量と斜面崩壊などの地形条件とのオーバーレイ解析から，地震による斜面崩壊の

素因には河川侵食に加え活褶曲が，誘因には地震動がある可能性を指摘した。

キーワード:起伏量,標高データ,斜面崩壊,地すべり,平成 16年新潟県中越地震
Keywords: relief energy, DEM, slope failure, landslide, The Mid Niigata Prefecture Earthquake in 2004
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HSC24-P10 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

2011年 3月 12日長野県北部の地震による斜面崩壊発生場所の地形特性
Geomorphic characteristics of landslides caused by the Northern Nagano Prefecture Earth-
quake of Mar. 12, 2011

松下友可里 1∗,熊木洋太 2

MATSUSHITA, Yukari1∗, KUMAKI, Yohta2

1 専修大学（学生）, 2 専修大学
1Senshu Univ. (Student),2Senshu Univ.

2011年 3月 12日（東北地方太平洋沖地震の翌日）に，長野県北部を震源とするM6.6の地震が発生し，長野県栄村で
は震度６強を観測した。それにより，新第三系～上部更新統からなる山地で多数の斜面崩壊が発生した。地震直後にア
ジア航測（株）によって撮影された空中写真を判読して調べたところ，この地震によって生じたと見られる斜面崩壊は，
特定の場所に偏在しており，次のような特徴があった。１）千曲川の支流中条川沿いで，過去に発生した大規模崩壊で
落ち残った尾根状の部分で大規模な崩壊が発生した。大量の土砂が中条川に達し，河道を閉塞した。２）過去の崩壊地
形の上端の遷急線付近で小規模の崩壊が発生した。３）沢沿いの急斜面（明瞭な遷急線下）で，多数の小～中規模の崩
壊が集中的に発生した。４）千曲川の攻撃斜面の河食崖で，小規模な崩壊が発生した。５）１箇所だけではあるが，既
存の地すべり地形の内部で地すべりが発生した。これらの崩壊は，いずれも地形学的に安定度が低いと考えられる斜面
で発生したと考えられる。

キーワード:地震,斜面崩壊,空中写真,遷急線,不安定斜面,地形学
Keywords: earthquake, slope failure, air photo, knick line, unstable slope, geomorphology
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HSC24-P11 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

学校防災教育の効果－東日本大震災をふまえた検証の試み－
Effects of school education for disaster prevention -An evaluation through the experience
of the Tohoku Earthquake-

村山良之 1∗

MURAYAMA, Yoshiyuki 1∗

1 山形大学
1Yamagata University

発表者は，東日本大震災前から，仙台市内と山形市内の学校において，各校のご協力を得て，下記のとおり防災教育
に関わってきた。
・2007年 8-9月　仙台市立北六番丁小学校　 5年生　総合的な学習他　 12時間　筆者による特別講義とワークショッ
プ（まちあるき，地図づくり）等
・2010年 6月　山形市立第四中学校　 1年生　家庭科　 2時間　筆者による特別講義
・2011年 2月　山形市立第三中学校　 1年生　家庭科　 2時間　筆者による特別講義
　 2011年 7-9月，北六番丁小学校のほとんどの生徒が進学した仙台市立五城中学校 3年生，山形市立第四中学校と第

三中学校の 2年生を対象に，アンケート調査を行った。
　その結果，防災の授業は，いずれも学校においても，「とても」または「少しは役に立った」とする者が 2/3を超え

て，おおむねポジティブな評価を受けた。具体的な項目においても，大震災前に何らかの対策をとれていた者がある程
度存在する。また五城中 3年生のうち北六番丁小学校卒業生とその他とを比較しても，けして大きな差ではないが，北
六小卒業生の方が防災への意識が高い（高かった）と評価できる。しかし，事前の対策実施率は必ずしも十分に高いと
はいえず，また 5年時の授業から 3年半を経てその内容を忘れたという生徒も存在する。防災教育を学校カリキュラム
にしっかり取り込んで，児童生徒がその発達段階に応じて系統的に学べるようにすることが必要である。

キーワード:地震災害,防災教育,評価,東日本大震災
Keywords: earthquake disaster, education for disaster prevention, evaluation, the Tohoku Region Pacific Coast Earthquake
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HSC24-P12 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

「日本の活断層百景」運動と災害リスク低減におけるその意義
”100 Active fault-scape in Japan” movement and its implication in reduction of disaster
risk

豊蔵勇 1∗,吾妻崇 2,岡田篤正 4,太田陽子 3,桂　雄三 5,田近　淳 6,中田　高 7,原田　昭夫 8,星野　実 9,細矢卓志 10,
松田時彦 11,向山栄 12,渡辺満久 13

TOYOKURA, Isamu1∗, AZUMA, Takashi2, OKADA, Atsumasa4, OTA, Yoko3, Yuzo Katsura5, Jun Tajika6, Takashi Nakata7,
Akio Harada8, Minoru Hoshino9, HOSOYA, Takashi10, MATSUDA, Tokihiko11, MUKOYAMA, Sakae12, WATANABE, Mitsuhisa13

1ジオ・とよくら技術士事務所, 2産業技術総合研究所　活断層・地震研究センター, 3国立台湾大学, 4立命館大学, 5文化
庁, 6 北海道立総合研究機構　地質研究所, 7 広島大学, 8 国立東京博物館, 9 国土地理院, 10 中央開発, 11 地震予知総合研究
振興会, 12 国際航業, 13 東洋大学
1Geo-Toyokura Professional Engineer Office,2AIST, Active Fault and Earthquake Research Center,3National Taiwan Univer-
sity, 4Ritsumeikan University,5Agency for Cultural Affairs,6Hokkaido Research Organization, Gological Survey of Hokkaido,
7Hiroshima University,8National Tokyo Musium,9Geographical Survey Institute,10Chuo Kaihatsu Corporation,11Association
for the Development of Earthquake Prediction,12Kokusai Kogyo Co.,Ltd.,13Toyo University

まえがき
　日本活断層学会では「日本の活断層百景」活動を 2009年から進めているが，昨年の地球惑星連合大会では，活動の

一環として実施している 2010年「日本の活断層・フォトコンテスト」の結果とその意義を紹介した。本発表では，その
後 2011年においても「日本の活断層・フォトコンテスト」を実施し，また活断層百景として選出している活断層の現地
見学会を 3回実施したので，その活動内容を紹介し，災害リスク低減の観点からの意義について報告する。
１．2011年「日本の活断層・フォトコンテスト」の結果とその意義
「日本の活断層・フォトコンテスト」は，教育研究・芸術・防災教育・歴史的などのさまざまな観点から活断層・変動
地形を撮影した写真を対象としている。今年度は，新たに空からとトレンチを含めた写真も対象とした。応募者と作品
数がそれぞれ，20名と 61点であった。応募いただいた皆様には深く感謝致します。
応募作品を対象別でみると，地表地震断層，空からの写真，活断層・褶曲露頭，トレンチを含むものなどに分類され

た。昨年 11月，白尾元理審査員長と 3名の会員審査員で，入賞作品 7点を選考した。入賞作品は，当学会のホームペー
ジで公開しているので参照してほしい。７点のうち会員が 2点，非会員が 5点であった。また，入賞作品の発表は，当
学会の千葉大学における秋季学術大会で行い，入賞作品には賞状等を贈呈した。以下に，入賞者の氏名を列挙しておく。
優秀賞 1点：黒澤英樹氏，入賞 6点：石塚　登氏，郡谷順英氏，後藤秀昭氏（会員），田村丈司氏（2点），渡辺満久

氏（会員）
２．活断層百景の現地見学会
活断層百景の見学会は，昨年作成した百景リストにある断層・箇所と周辺の見どころとを対象として，機会があるご

とに実施することにしている。第 1回は名古屋大学における濃尾地震 120周年記念シンポジウムにあわせて実施した根
尾谷断層の日帰り見学会（10月 29日），第 2回は本学会の秋季学術大会後の三浦半島断層群の日帰り見学会（11月 27
日），および第 3回は東北地方太平洋沖地震の後地震発生確率が高まったとして注目されている立川断層の教育普及講演
会後の 1日見学会（1月 28日）で，今年度は計 3回の見学会を実施した。前 2回は，学会員を対象としたバスを利用し
た見学会であり，参加者数は 35名と 25名であった。最後の見学会は主として一般市民を対象として現地集合方式でお
こなった現地説明会で，参加人数は延べ約 190名であった。この参加者の内訳を会員と非会員別でみると，根尾谷断層
と三浦半島断層群とでは約 1：2の割合で，立川断層では約 1：10であった。
３．フォトコンテストや見学会から見る「災害リスク」低減への期待
活断層・フォトコンテストの目的は，科学・防災教育上または景観的等に優れている写真を通して，一般市民に活断

層を認識してもらう契機とすることであるが，さらに地震リスク低減の意義については，以下のようにとらえることが
できると考えられる。今回，２度目のフォトコンテストを実施したわけであるが，応募作品数を見ると，4月 11日茨城
県浜通りの地震（Mjma7.0）の際できた井戸沢断層と湯ノ岳断層の地表地震断層のものが多くあった。東日本大震災の１
か月後で，その記憶がまだ冷めやらぬ時期にできた地震断層で，また東京からのアクセスが良かったため，多くの研究
者や見学者が現地を訪れている。結果としては，応募数は非会員の方が多く，また入賞作も非会員の方が多いという結
果となった。例えば非会員の田村氏の入賞作は，受賞時の挨拶によると自分の子供達に見せるため子供の目の高さで撮
影していたもので，活断層の専門家とは一味違った視点でとらえていた。フォトコンテストに参加したことや入賞した
ことは活断層の良き理解者や語り部となることが期待される。一般市民が活断層・地震災害リスクをもっとも認識しや
すいのは，地震との関係が明確な地震断層を専門的な解説を受けながら観察することであろう。しかも，その数は，で
きるだけ多いことが望ましい。また，その観点で考えると新たにできた地表地震断層の見学会やトレンチ調査の見学会
なども大変有効であることを示唆する
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HSC24-P12 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

当学会では活断層見学会や講演会に参加する一般市民の参加目的，理解度，終了後の感想，および更なる質問・疑問
を把握することを目的として，簡単なアンケート（質問を含む）を実施してきた。今回の見学会で特に注目された点は，
非会員の数が多かったこと，とりわけ自治体の防災計画に深く関わりをもつ県・市議会議員や防災担当者，その他災害
の軽減にとって重要な役割を担う防災リーダーや教師などが参加していた点である。本発表では，アンケートを分析し
た結果に基づき，その他活断層による地震災害リスクを軽減するに際して参考になる諸点について紹介する。

キーワード:活断層,変動地形,活断層百景,活断層百選,地震災害リスク,理科・防災教育
Keywords: active fault, active geomorphology, active fault 100, 100 views of active faults, earthquake disaster risk, Science and
disaster education
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HSC24-P13 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

2011年東北地方太平洋沖地震による液状化-流動化現象：東京湾岸埋立地・浦安地区
Liquefaction-Fluidization phenomena in the 2011 Tohoku Earthquake : Tokyo bay re-
claimed land in Urayasu area

香川淳 1∗,風岡修 1,古野邦雄 1,楠田隆 1,吉田剛 1,酒井豊 1,加藤晶子 1,山本真理 1

KAGAWA, Atsushi1∗, KAZAOKA, Osamu1, FURUNO, Kunio1, KUSUDA, Takashi1, YOSHIDA, Takeshi1, SAKAI, Yutaka1,
KATO, Akiko1, Mari Yamamoto1

1 千葉県地質環境研究室
1Research Institute of Environmental Geology, Chiba

はじめに：2011年東北地方太平洋沖地震では，関東地方でも顕著な液状化-流動化現象が認められ，特に東京湾岸埋立
地や利根川流域，九十九里平野北部で甚大な被害が発生した．液状化発生地域では，多量の噴砂と地下水の噴出，地表
の変形や不等沈下，陥没，側方変位，地盤沈下と抜け上がり現象，埋設物の浮上等により大きな被害を生じた．ここで
は東京湾岸埋立地・浦安地区における液状化-流動化現象の調査結果について報告する．
足長水準点による地層収縮量調査：千葉県では，埋立地における浅層部分の地層収縮量を監視するために，深度 10m程

度の基礎杭上に設置した特殊水準点（足長水準点）U-12Bと地表に設置した通常の水準点U-13をセットにした観測点を浦
安市入船に設け，毎年一級水準測量を実施している．この結果，1973年 1月から 2011年 1月の期間にU-12Bで-253mm，
U-13で-835mmの変動量が観測された．この差から，本地点における深度約 10mの地層収縮量が 38年間で 582mmに達
していたことがわかっている．さらに地震後の 5月 13日に両水準点を測量したところ，比高差が 721mmに増加してい
た．つまり地震をはさんだ 5ヶ月間で深度約 10mの浅層部が 139mm地層収縮したことになる．周辺では大量の噴砂が認
められていることから，液状化現象に伴い約 14cmに達する地盤沈下が発生したものと推定される．
構造物の「抜け上がり」量実測調査：液状化現象に伴う地盤沈下が発生した地域では，基礎を有する構造物には地表に

対して相対的な「抜け上がり」現象が認められた．液状化-流動化が発生した深度・基礎杭の種類や深度によって「抜け
上がり」量は異なるが，液状化現象に伴う地盤沈下量の目安になると考えられることから実測調査を行った．この結果，
液状化現象の著しい地域では沈下量も大きく，被害程度と調和的な成果が得られた．一方，連続する埋立地であっても
内陸側では沈下量・液状化程度ともに軽微な例が多く見られ，さらに自然地層（沖積層）からなる旧市街では，一部を
除き液状化現象は認められなかった．これらのことから埋立地において一様に液状化が生じたわけではなく，地域差が
大きいことが定量的に確かめられた．浦安市において沈下が特に顕著だったのは，新浦安駅から明海・日の出にかけて
のシンボルロード沿い，高洲の北端と中央・南端部，今川の旧護岸および境川沿い，富岡の境川沿いと西端部，弁天の
中央部，舞浜周辺，鉄鋼通り，千鳥の中南部等であった．一方，埋立地にもかかわらず海楽，東野，美浜，富岡の中央
部，日の出-明海南西部，港南部等では沈下は軽微だった．
被害集中域と埋立層・軟弱層との関係：構造物の「抜け上がり」量実測調査結果と浦安市が実施した航空レーザ測量

結果と比較すると，沈下の大きな地域はおおむね一致するが，調和しない区域も認められる．また，沈下量については
航空レーザ測量の方がかなり大きめの値となっている．また，実測調査結果と浦安市が作成した工学的基盤標高図を比
較すると，沈下の大きな地域と工学的基盤の深い地域がかなり調和的に見えるが，工学的基盤が浅くても沈下量の大き
な区域が認められる．
　浦安市千鳥地区では，中心部で激しい液状化現象を生じ 100cmに達する沈下が認められる一方，埋め立て周縁部で

は沈下量で数?10cmと明瞭な液状化程度の差が認められる．埋め立て造成中の 1977年の航空写真には，千鳥中心部付近
に幾何学的な形状の水深大の部分が認められ（浚渫溝と推定），ボーリング柱状データにも深度 7.15?10.20mに泥層が確
認できる．この浚渫溝と沈下域がほぼ一致することから，こうした埋立時期・埋立材の違いが液状化程度に反映してい
るものと推定される．
まとめ：足長水準点の測量により，液状化-流動化現象に伴う浅層部の地層収縮が確認された．構造物の「抜け上がり」

量実測値は各種測量による沈下量と調和的であり，迅速な液状化程度の把握に有効であることが示された．液状化の程
度は軟弱な地層の分布，人工地層の層厚や層相と相関が高いことが明らかになった．今後，さらに人工地層の液状化層
準の特定や地下水位との関連を詳細に調査していく必要がある．

キーワード:液状化-流動化現象,東京湾岸埋立地,地盤沈下,抜け上がり現象,水準測量,足長水準点
Keywords: Liquefaction-Fluidization Phenomena, Tokyo bay reclaimed land, land subsidence, upward displacement, leveling,
piled bench mark
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HSC24-P14 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

中赤外電子波長可変レーザを用いた毒ガス検出用差分吸収ライダーの構築（１）
Development of a tunable differential absorption lidar using a mid-infrared laser to detect
toxic gasses

稲垣昌樹 1∗,川原琢也 1,冨田孝幸 2,斎藤徳人 2,和田智之 2

INAGAKI, Masaki1∗, KAWAHARA, Taku D.1, TOMIDA, Takayuki2, SAITO, Norihito2, WADA, Satoshi2

1 信州大学工学部, 2 理化学研究所基幹研光グリーンテクノロジー
1Shinshu University,2Optical Green Tech., ASI, RIKEN

信州大学では理化学研究所と共同で、中赤外差分吸収ライダーを用いて大気中に存在する有毒化学剤を高感度に検出
システムを開発している。化学剤は、赤外領域においてそれぞれ固有の吸収領域を持つため、光源に 6～10μmの領域
で波長切り替えが可能なレーザーを用いて差分吸収法で計測を行う。受信した波長ごとの信号から吸収スペクトルの情
報を取得し、大気中の化学剤の同定およびその濃度の距離情報を得る。本発表では、中赤外差分吸収ライダーの送受信
系の概要、特にデータ集録部の開発に関して発表を行う。

キーワード:差分吸収ライダー,毒ガス,中赤外レーザー
Keywords: lidar, DIAL, mid-infrared laser, toxic gass
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HSC24-P15 会場:コンベンションホール 時間:5月 23日 15:30-17:00

熱帯低気圧活動と農業災害補償制度下における園芸施設への影響
Tropical cyclone activities and their impacts on greenhouses under Agricultural Disaster
Compensation System

森島済 1∗,両角政彦 1

MORISHIMA, Wataru1∗, MOROZUMI, Masahiko1

1 日本大学文理学部
1Nihon University

近年，西部北太平洋において，熱帯低気圧経路を左右する指向流に特定の偏差傾向が認められ，この結果，亜熱帯東
アジアで台風による影響が強まっていると指摘されている．温暖化による影響とする研究も存在し，今後もこうした傾
向が継続する可能性も考えられる．本研究では，こうした気候変動が地域農業に与える影響を理解するために，沖縄県
における園芸施設被害を具体例として，農業共済組合を含む制度上の問題点を考察した．
近年における沖縄近海域の熱帯低気圧の挙動を明らかにするために，気象庁地域特別気象センターによる RSMC Best

Track Dataを用い，その中心頻度分布の経年変化を明らかにした。その結果，6月から 10月における熱帯低気圧中心の
頻度は，2000年代に沖縄本島の西方を中心とする領域で有意に増加しており，この増加は，沖縄県における園芸施設被
害の増加とも対応していることが明らかとなった．
この結果を踏まえ，農業災害補償制度下における沖縄県の園芸施設共済の事業展開と被害の主要因を分析した上で，沖

縄本島北部の国頭郡農業共済組合管内における園芸施設被害の地域差を明らかにし，これら地域差がもたらす意味を考
察した。
全国では園芸施設被害の発生の継続性と一定の規則性がみられ，沖縄県では全国の中でも高い割合で園芸施設被害が

発生してきた。この主要因は，台風通過時の位置と存在時間，風向と風速，共済対象となる園芸施設の種類にあった。沖
縄県の中でも国頭郡農業共済組合管内は園芸施設被害率が高かったが，これは台風通過時の強風と，耐風性の低い園芸施
設の利用によるものであった。また，国頭郡農業共済組合管内の市町村ごとにおける園芸施設共済の加入率と被害率に
は地域差がみられ，その要因は園芸施設の建設に関わる政府や地方自治体の補助事業の実施内容と，主要な農作物の種
類の違いにあった。つまり，園芸施設被害は，台風による自然災害の側面と，園芸施設共済と産地育成に関わる補助事
業とを反映する社会的な災害の側面とも併せもっている。さらに，市町村ごとの共済加入率と被害率の地域差によって，
補償内容に関わる地域間の対立が生じている。今後，農業共済組合のリスクマネジメントとして，2つの変化を考えるこ
とができる。一つは共済の個別化による対応であり，他方は再組織化による農業共済組合の管轄区域の再編成である。

キーワード:熱帯低気圧,台風災害,沖縄,園芸施設,農業共済組合
Keywords: tropical cyclone, typhoon damage, Okinawa, grenhouse, agricultural mutual aid association
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